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はじめに

人口減少社会を迎えた現代において、「健康」であれば年齢を重ねても働き続ける人達が増える
「社会」作りが求められています。特に、2021年４月「高年齢者雇用安定法（高年齢者等の雇用の安
定等に関する法律）」の改正法が施行され、70歳まで「現役」という社会の流れが加速化されていま
す。

今回、会員企業（公益社団法人日本メディカル給食協会）から選出されたメンバーで委員会が組
織化され、「患者等給食業における高齢者雇用の状況」実態調査が行われました。それらの結果を基
に「給食業」における「高齢者雇用」の課題等を明らかにし、できるだけ多くの人々が年齢を重ね
ても、働き続けられる環境作りの一助になればと、本ガイドラインが作成されました。

具体的には、チルド化や自動化システムといった調理等の技術進歩によって、従来よりも高齢者
雇用の促進が可能となっている反面、高齢者雇用の継続においては体力面での不安といった課題が
鮮明となっています。特に、調理業等はデスクワークと異なり長時間の立ち仕事や力仕事といった
側面があり、改めて身体機能の低下を補う対応が求められることがわかりました。

周知のように全体的に給食・調理業界は人手不足が問題となり、多くの事業所で課題を抱えてい
ます。そのため、高齢になっても働き手として多くの従業員が継続して勤務してもらうことが事業
経営面でも鍵となります。しかも、「出生数」の減少傾向に歯止めがかからない状況から、より一
層、高齢者雇用の継続促進が重要となっています。

もっとも、多くの高齢者が雇用継続する社会が実現することで、自ずと心身機能低下の「予防」
にも繋がり、間接的には「介護予防」「認知症予防」といった効果も期待できます。雇用継続により
緊張感をもった生活が、年齢を重ねても継続することでこれらの「予防」としての効果が高まりま
す。

2025年には団塊世代が全て75歳となる時代、できるだけ多くの高齢者が正規・非正規を問わず、
雇用継続といったライフスタイルを享受することが求められています。その意味では、本ガイドラ
インを通して「患者等給食業」における高齢者雇用の促進の参考になる一助となれば幸いです。

公益社団法人 日本メディカル給食協会　　
患者等給食業 高齢者雇用推進事業委員会　

座長　結城 康博（淑徳大学教授）



本書の構成

本書の構成は、以下のとおりです。
「第１章　高齢者雇用施策が求められる背景」では、高年齢者雇用安定法の改正をはじめ、高齢者

の活躍が求められる社会的背景を整理するとともに、患者等給食業においては、既に高齢者雇用は
当たり前で重要な労働力となっており、業界各企業では高齢者雇用上の諸々課題を解決すべく、様々
なアプローチや工夫をしている最中であることを取りまとめています。
「第２章　高齢者雇用の推進に向けた視点（取り組みのポイント）」では、各企業が高齢者の活躍

をより推進していくための視点について、５項目に整理して紹介しています。なお、諸々の課題解
決へのアプローチは企業の規模や事情により個々に異なることから、「取り組みのポイント」や「そ
の具体的な課題」に対して、「参考となる事例等」を体系的に整理することで、参考にしてもらえる
ように取りまとめています。

また、「第３章　資料編」として、改正法の内容をより深く理解できるように「改正高年齢者雇用
安定法の Q ＆ A」を掲載するとともに、「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン」
や高齢者雇用の課題解決に向けて相談ができる支援制度や支援機関の紹介を掲載しています。

業界各社を取り巻く状況は千差万別と思われますが、このガイドラインが各社の取り組みの一助
となることを目指して編集しました。何卒ご活用ください。

本書内で使用している用語の定義は、以下のとおりとなっています。

用　　語 定　　義
メディカルフード
サービス

病院・診療所・介護老人保健施設・特別養護老人ホーム等（通所介護事業所等の居宅サービス
は除く）における治療の一環としての患者等への食の提供を指す。

従業員
正社員のほか、パートタイマー・アルバイト・嘱託社員・契約社員を含み、他社からの派遣社
員・請負社員は除く。ただし、労働者派遣事業者や業務請負会社であるときは、企業における
雇用区分に応じて、他社への派遣社員や他社で請負業務に従事する社員も「従業員」に含む。

高齢従事者 60歳以上の従業員を指す。

正社員 期間の定めのない雇用（労働）契約によって働く従業員のことを指す。

定年制 労働協約又は就業規則において、労働者が所定の年齢に達した場合に、労働契約が自動的に終
了する制度をいう。

継続雇用者

定年に到達するまで正社員として継続的に勤務し、定年後も希望に応じて雇用され続けている
従業員を意味する。勤務延長制度（定年年齢が設定されたまま、その定年年齢に到達した者を
退職させることなく、そのままの契約で引き続き雇用する制度）や再雇用制度（定年年齢に達
した者をいったん退職させた後、再び雇用する制度）による従業員を含む。

フルタイム 企業が定めた勤務時間（「１週間あたりの所定労働時間」）を満たして勤務する従業員の勤務形
態を指す（非正社員を含む）。

本書において引用している「昨年度実施した調査」とは、2020年（令和２年）８月～９月に（公
社）日本メディカル給食協会に属する会員企業及び非会員企業を対象に実施したアンケート調査のこ
とを指しています（137社から有効回答、有効回答率55.5％）。
また、「視点１～５」で紹介している「参考となる事例等」は、当該アンケート結果に記載されて

いるものに加えて、企業に対するヒアリング調査（企業アンケート調査に回答のあった企業から選定
した10社を対象）の結果をもとに取りまとめています。
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第      章　�高齢者雇用施策が求められる背景

１．高年齢者雇用安定法の改正とその背景

（1）高年齢者雇用安定法の改正

2021年４月に「高年齢者雇用安定法（高年齢者等の雇用の安定等に関する法律）」の改正法が施行
されました。前回2013年の改正では「65歳」がポイントとなっていましたが、今回の改正では、そ
れを「70歳まで」引き上げるのが大きな特徴となっており、これまでの「65歳までの雇用確保（義
務）」に加えて、新たに「70歳までの就業機会の確保（努力義務）」が新設されました。

努力義務となった「高年齢者就業確保措置」のうち、創業支援等の措置（雇用以外の措置）に関
しては、昨年度実施した調査結果において、現に業務委託契約をしている企業はごく少数であり、
起業・創業を支援して業務委託を行う可能性については「想定していない」「考えられない」との回
答が大半となっています。加えて、実施計画の作成と過半数労働組合等の同意が必要となることを
踏まえると、①70歳までの定年引き上げ、②定年廃止、③70歳までの継続雇用制度の導入の対応（雇
用の措置）が主流となると考えられます。

1

改正のポイント（2021年４月施行）

70歳までの就業機会の確保（努力義務）

〈高年齢者就業確保措置〉
（新設・70歳まで・努力義務）

①70歳までの定年引き上げ ④�高年齢者が希望するときは、70歳まで継
続的に業務委託契約を締結する制度の導入

②定年廃止 ⑤�高年齢者が希望するときは、70歳まで継
続的に以下の事業に従事できる制度の導入

　ａ�．事業主が自ら実施する社会貢献事業
　ｂ�．事業主が委託、出資（資金提供）等す

る団体が行う社会貢献事業

③�70歳までの継続雇用制度の導入
（特殊関係事業主に加えて、他の事
業主によるものを含む）

創業支援等措置（雇用によらない措置）
（過半数労働組合等の同意を得て導入）
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なお、昨年度実施した企業アンケート調査の時点で、「65歳以降は希望すれば引き続き働き続ける
ことができる」と回答した企業がすでに97.8％（※）となっています。

※�「65歳以降は希望者のうち基準に該当した者のみ働くことができる」56.9％と「65歳以降も希望者全員が働
くことができる」40.9％とを合わせた値

図１　65歳以降の就労とその基準について

　　　�貴社では、希望すれば65歳以降も働きつづけることができますか。
　　　《当てはまるもの一つに〇》

　　　　　　　�その基準はどのようなものですか。
　　　　　　　《当てはまるものすべてに〇》

問

問
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（2）高齢者の就業状況

総務省人口推計（2021年９月15日現在）によると、日本の総人口は、前年に比べ51万人減少して
いる一方、65歳以上の高齢者人口は、3,640万人と、前年に比べ22万人増加し、総人口に占める割合
は29.1％と過去最高となりました。高齢化率（29.1％）は世界で最も高く（※）、世界一の高齢社会
となります。

※�２位：イタリア（23.6％）、３位：ポルトガル（23.1％）、４位：フィンランド（23.0％）   
日本の値は「人口推計」の2021年９月15日現在、他国は、World Population Prospects: The 2019 Revision

（United Nations）（201の国及び地域を掲載）における将来推計から、2021年７月１日現在の推計値

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、この割合は今後も上昇を続け、第２次ベビーブー
ム期（1971年～1974年）に生まれた世代が65歳以上となる2040年には、35.3％になると見込まれて
います。

図２　高齢者人口及び割合の推移（1950年～2040年）

出典：総務省「人口推計」（2021年９月15日現在）
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2020年の高齢者の就業者数は、2004年以降、17年連続で前年に比べ増加し、906万人と過去最多と
なっています。2017年以降は「団塊の世代」が70歳を迎え始めたことなどにより、主に70歳以上で
増加しています。

図３　高齢就業者数の推移（2010年～2020年）

出典：総務省「労働力調査」（基本集計）
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高齢就業者を主な産業別に見ると、「卸売業，小売業」が128万人と最も多く、次いで「農業，林
業」が106万人、「サービス業（他に分類されないもの）」が104万人、「製造業」、「医療，福祉」がそ
れぞれ92万人などとなっています。各産業の就業者に占める高齢就業者の割合を見ると、「農業，林
業」が53.0％と最も高く、次いで「不動産業，物品賃貸業」が26.4％、「サービス業（他に分類され
ないもの）」が23.0％、「生活関連サービス業，娯楽業」が18.7％などとなっています。

図４　主な産業別高齢就業者数及び割合（2020年）

出典：総務省「労働力調査」（基本集計）

患者等給食業においては、昨年度実施した調査結果から、高齢従事者がこれまでの経験を生かし
て貴重な労働力として活躍されているとの回答が多くみられました。慢性的な人員不足や若年層の
雇用定着の課題などもあり、高齢従事者への依存度がますます高くなっており、メディカルフード
サービスの現場を支えているスタッフにおいても他業種と同様に、高齢化の波が押し寄せています。
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（3）高齢者の視点から見た就労意向

内閣府の「高齢者の経済生活に関する調査」（全国の60歳以上の男女を対象。令和元（2019）年）
によると、現在の就業状況について、「収入のある仕事をしている」と回答した割合が４割近く

（37.3％）となっています。
性・年齢別に見ると、男性の60～69歳と女性の60～64歳は６割以上が仕事をしていますが、男性

の70歳以上と女性の65歳以上では、年齢が上がるに従って仕事をしている割合は大きく下がります。
平成28（2016）年調査と比較すると、男女とも、ほぼ全ての年齢階級で収入のある仕事をしてい

る割合が増えており、幅広い年齢層で仕事をしている割合が増加していることが見てとれます。

図５　収入のある仕事をしている人の割合

出典：内閣府「高齢者の経済生活に関する調査」令和元年
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現在収入のある仕事をしている人に、仕事をしている理由を聞いたところ、「収入がほしいから」
が45.4％と最も多く、次いで「働くのは体によいから、老化を防ぐから」（23.5％）、「仕事そのもの
が面白いから、自分の知識・能力を生かせるから」（21.9％）の順となっています。

性・年齢別に見ると、「収入がほしいから」とする割合は、男性の60～64歳で特に高くなっていま
すが、男女とも年齢が高くなるに従って、就業の理由は多様化する傾向がみられます。

図６　仕事をしている理由 （収入のある仕事をしている人）

出典：内閣府「高齢者の経済生活に関する調査」令和元年
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日本労働組合総連合会「高齢者雇用に関する調査2020」（全国の45歳～69歳の有職者を対象）によ
ると、65歳以降の就労において、『65歳以降の適切な働き方』を聞いたところ、「労働時間は平均5.4
時間 / 日、労働日数は平均3.9日 / 週、賃金は平均16.8万円 / 月」となっています。

図７　『65歳以降の適切な働き方』について

出典：日本労働組合総連合会「高齢者雇用に関する調査2020」
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次に、65 歳以降も働く場合、どのような心配があるかについては、「自身の体力が持つか」が
65.5％と最も高く、次いで、「自身の健康を維持できるか」（57.5%）、「十分な所得が得られるか」

（48.4%）、「年金制度が変わらないか」（37.8%）、「自身が希望する働き方で働けるかどうか」（31.7%）
の順となっています。

図８　65歳以降も働く場合、どのような心配があるか

出典：日本労働組合総連合会「高齢者雇用に関する調査2020」

長く仕事を続けることを考えた場合、体力や健康面を不安視している人が多い一方で、スポーツ
庁「体力・運動能力調査」によると、20年前と比べて高齢者の体力向上が顕著であり、今の70歳の
人は、昔の65歳の人の体力レベルかそれ以上に若返っていることが見てとれます。

図９　高齢者の新体力テスト合計点の推移（平成10年～令和２年）

出典：スポーツ庁「体力・運動能力調査」
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TOPICS 人生100年時代の到来

高年齢労働者の安全と健康の確保に関するガイドライン	
（エイジフレンドリーガイドライン）

厚生労働省は、2020年３月に、「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン」
（通称：エイジフレンドリーガイドライン）を策定しています。

　人生100年時代を迎え、高齢者から若者まですべての人が元気に活躍でき、安心して暮らせる
社会づくりが必要とされています。今後、60歳以上の雇用が一層進むものと予測される中、労働
災害による休業４日以上の死傷者のうち、60歳以上の労働者の占める割合は26％（2018年）で
増加傾向にあります。こうした状況を踏まえ、厚生労働省では「人生100年時代に向けた高年齢
労働者の安全と健康に関する有識者会議」を開催し、その報告を踏まえて、「高年齢労働者の安全
と健康確保のためのガイドライン」（エイジフレンドリーガイドライン）を策定して普及啓発に努
めています。※エイジフレンドリーとは「高齢者の特性を考慮した」を意味する言葉で、WHOや
欧米の労働安全衛生機関で使用されています。（以上、厚生労働省ホームページより）

ガイドラインでは、高齢者を現に使用している事業場やこれから使用する予定の事業場
で、事業者と労働者に求められる取り組みを具体的に示しています。

〇事業者に求められる取り組み
高年齢労働者の就労状況や業務の内容等の実情に応じて、国や関係団体等による支援
も活用して、法令で義務付けられているものに必ず取り組むことに加えて、実施可能
な高齢者労働災害防止対策に積極的に取り組むよう努める。

【具体的な取り組み】�（1）安全衛生管理体制の確立等、（2）職場環境の改善、（3）高
年齢労働者の健康や体力の状況の把握、（4）高年齢労働者の健
康や体力の状況に応じた対応、（5）安全衛生教育

〇労働者に求められる取り組み
事業者が実施する労働災害防止対策の取り組みに協力するとともに、自己の健康を守
るための努力の重要性を理解し、自らの健康づくりに積極的に取り組むよう努める。

【具体的な取り組み】�（1）健康診断等による健康や体力の状況の客観的な把握と維持
管理、（2）日常的な運動、食習慣の改善等による体力の維持と
生活習慣の改善

ガイドラインの別添資料として、「エイジアクション100　高年齢労働者の安全と健康確
保のためのチェックリスト」や「転倒等リスク評価セルフチェック票」が公表されてお
り、それらを活用することも有効です。

ガイドライン全文はこちらから→
https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/000620183.pdf

厚生労働省ホームページ PDF ファイル （約1.5MB）
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２．今後も大きな担い手である高齢従事者

（1）患者等給食業における高齢者雇用の状況

昨年度実施した調査によると、患者等給食業での高齢従事者の雇用形態や勤務形態等は、次のよ
うになっています。

高齢従事者の雇用（就業）形態

•「パート・アルバイト」（86.9％）と「嘱託・契約社員」（73.7％）が中心となっています。
• �回答があった企業の４割で「正社員」の高齢従事者がいますが、65歳以降は少数であるこ

とがうかがえます。従業員規模が大きい企業では60歳時点から減少傾向にあります。

図10　高齢従事者の雇用（就業）形態

　　　�貴社の高齢従事者（60歳以上）の雇用（就業）の形態は次のどれにあたりますか。
　　　《当てはまるものすべてに〇》

　　　�貴社における現在の各年齢の正社員数につい�
てお聞かせください。（現在50歳の正社員数を
100として、各年齢の正社員数）

問

問

従業員数の規模別 50歳 55歳 60歳 65歳 70歳
1～100人� （ｎ＝16） 100 62.3 104.3 52.1 18.9
101人～500人� （ｎ＝43） 100 100.3 64.8 33.7 18.9
501人～1,000人� （ｎ＝27） 100 91.3 65.8 33.7 19.9
1,000人超� （ｎ＝29） 100 87.5 30.6 12.6 4.8
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高齢従事者の勤務形態

• �「フルタイム」（93.4％）と「短時間勤務」（87.6％）が中心となっています。また、「短日数
勤務」も過半数を超える企業にいることが分かります。

• �「フレックスタイム」や「在宅勤務（テレワーク等）」は、事務職を除いて、現場での作業
を担うことが多い現状もあって、勤務形態としては適用しづらいことがうかがえます。

図11　高齢従事者の勤務形態

　　　�貴社の高齢従事者の勤務の形態は次のどれですか。
　　　《当てはまるものすべてに〇》
問

〈昨年度実施した調査の結果から〉

▶�高齢者本人からの申し出により就業時間や勤務日数の短縮ができる制度を設けて
います。

▶�高齢者だからという理由でできない時間帯はありませんが、体力の問題で一日の
労働時間をフルタイムできる人とできない人が出ます。

▶�早番・遅番等の比較的人材が集まりにくい環境下において、高齢従事者の方々に
継続して長期的に勤務をしていただけている状況です。

▶�昭和20年代生まれの方々が弊社で働いていますが、一生懸命働いている方が多く
います。時々出勤する日を間違える等はありますが、皆でフォローしながら仕事
をしているのでいきいきとしています。２日に１回、４～５時間程勤務する体系
が良いと感じています。
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高齢従事者の賃金形態と賃金水準

• �「時給制」（86.9％）と「月給制」（81.8％）が中心となっています。月給制が多いのは、日給
制に比べて安定した収入を得られることがその一因と考えられます。加えて、出勤日数の
増減の激しい学校等は月給制が多い傾向にあります。

• �賃金の決め方は「職務内容や職階等に応じて個別に決める」が62.0％、「60歳前とほぼ同等
の水準」が30.7％となっています。

図12　高齢従事者の賃金形態と賃金水準

　　　�貴社の高齢従事者の賃金の支払形態は次のどれですか。
　　　《当てはまるものすべてに〇》

　　　�貴社の高齢従事者の賃金の決め方は次のどれですか。
　　　《当てはまるもの一つに〇》

問

問
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（2）貴重な労働力として活躍する高齢者

前節でも触れたとおり、少子高齢化が進む社会的背景に加えて、業界における慢性的な人員不足
や若年層の雇用定着の課題などもあり、高齢従事者への依存度が年々高くなっています。

この傾向は今後も継続するものと予想されますが、高齢者を雇用するプラス面（メリット）とし
て、高齢従事者が保有する専門性や独自のノウハウと同時に、人材不足を補うことができる安定か
つ信頼して仕事を任せることができる戦力として期待されていることがうかがえます。

図13　高齢従事者を雇用するプラス面（メリット）と人材確保の課題

　　　�貴社が高齢従事者を雇用することのプラス面（メリット）をお聞かせください。
　　　《当てはまるものすべてに〇》

　　　�メディカルフードサービスに関わる人材確保に関する問題についてお聞かせください。�
《当てはまるものすべてに〇》

問

問
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このように、患者等給食業においては、「すでに高齢者雇用を前提とした業界構造を成しており、
高齢者の雇用が当たり前、かつ重要な労働力」となっており、企業活動を継続し、また拡大してい
くためには頼らざるを得ない貴重な労働力として、今後もさらなる活躍が期待されています。

〈高齢従事者が活躍している例〉（昨年度実施した調査の結果から）

事業所リーダー69歳
これまでの経験や業績を通じて、周囲の従業員からの信頼度が高い「人財」です。部
署内の結束力を高めることができており、経験値を若年層従業員にアウトプットする
等、人財育成や業務の円滑化にも貢献しています。また、勤続年数も長く、会社の歴
史についても自身の体験談として生きた言葉として語ることができるため、OJT ／
OFF-JT の両面においても年長者ならではの説得力を十分に発揮することができてい
ます。

現場調理員81歳ほか
パートで就労中。経験豊富であり他社員からも頼りにされています。その他、70歳以
上の人でも経験者であれば、貴重な戦力となっています。
( 立ち仕事がほとんどであり、未経験では年齢問わず長時間が若干厳しいようです）

事業所管理業務
パートで就労中です。顧客とのコミュニケーションが円滑で、特に課題解決における
経営層との交渉では、若年層と比較し、企業が求める結果が得られやすい傾向があり
ます。経験豊富であり、他の社員からも頼りにされています。

パートの方で80歳の方が勤務をしているのですが、歳を感じさせない方で、きびきび
と仕事をしてくれています。

早番・遅番等の比較的人材が集まりにくい環境下において、高齢従事者の方々
に継続して長期的に勤務をしてもらっています。
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その一方で、高齢者を雇用する際の課題として、「身体面、体力面での特別な配慮が必要」「新し
い技術や仕事内容に慣れるのに時間がかかる」といった２大項目のほか、多岐にわたる課題が挙げ
られています。そのため、高齢者雇用を推進するにあたっては、各企業が課題解決に向けて創意工
夫を行いながら、個々の状況に適応させた対応や取り組みが求められています。

図14　高齢従事者を雇用する際の課題

　　　�貴社が高齢従事者を雇用する際の課題についてお聞かせください。
　　　《当てはまるものすべてに〇》
問
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昨年度実施した調査によれば、患者等給食業の専門的な職種（有資格者等）において
も、高齢従事者が活躍していることが分かります。職種別に見ると、「調理師」「調理助
手」は、従業員規模に関わらず、「管理栄養士」「栄養士」「患者給食受託責任者」は、従
業員規模が大きいほど「いる」割合が高くなっています。加えて、勤務形態についてはフ
ルタイムが比較的多く（調理師はほとんどフルタイム）、高齢者も十分に活躍できる場が
あると考えられます。

また、高齢者の新規雇用や高齢従事者の継続雇用に際して、「患者給食を担える調理師
は、同じ調理師免許を持っていてもレストランなどの外食に従事している調理師では難し

い場合が多くあり、経験からの安心感は絶大
なものがある」「職務経歴や取得技能により
60歳以上でも正社員として雇用することがあ
る（調理師や栄養士の資格があって、同じ業
界で勤めてきた即戦力の方の場合に限る）」

「栄養士・管理栄養士の有資格者は配置義務
があるため重視される傾向」「調理に関して
は、調理師免許の有無より実際に調理できる
かどうかが問題」など、資格等を保有し経験
を積んできた高齢者は貴重な戦力として優遇
される傾向にあります。

高齢従事者がいる割合（従業員の規模別）
職　種 全　体 1～100人 101～500人 501～1,000人 1,000人超

管理栄養士 40.9% 23.1% 30.0% 32.1% 78.8%
栄養士 50.4% 34.6% 38.0% 53.6% 78.8%
調理師 87.6% 76.9% 86.0% 89.3% 97.0%
調理助手 92.7% 84.6% 92.0% 96.4% 97.0%
事務職� ※法務・経理等 51.8% 50.0% 56.0% 57.1% 27.3%
患者給食受託責任者 51.8% 38.5% 44.0% 64.3% 63.6%

当協会では、各種研修・講習会を開催してサ
ポートを行っています。
（患者給食受託責任者資格認定講習会・患者
給食受託責任者継続講習会・新規採用栄養士
研修会・栄養士研修会・調理師研修会・食品
衛生総括責任者講習会・管理栄養士国家試験
受験準備講習会）

専門的職種における高齢従事者の配置状況TOPICS
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３．新たな環境変化への対応

昨今の社会情勢や労働環境の変化によって、高齢者雇用の視点からも、事業者と高齢従事者の双
方において、この環境変化にどのように対応していくのかという新たな課題が生まれています。

（1）高齢者の就業促進は「働き方改革」の課題の一つ

「働き方改革」とは、厚生労働省の定義によると、「働く人々が、個々の事情に応じた多様で柔軟
な働き方を、自分で「選択」できるようにするための改革」となっています。

企業として、生産年齢人口の減少やライフスタイルの多様化などの社会環境の変化に対応してい
く必要があり、そのためには、労働生産性の向上、就業機会の拡大、従業員のモチベーション・満
足度などを実現する環境づくりが求められます。
「高齢者の就業促進」は、「長時間労働の解消」「非正規と正社員の格差是正」と併せ、「働き方改

革」の具体的な課題の一つとなりますが、昨年度実施した調査結果からは、65歳以降の高年齢者の
就業について、雇用の措置として取り組む企業が多いことがうかがえます。高齢者活用に積極的な
企業の中には、高齢従事者を他の年齢層と特段の区別をすることなく、これまでの経験・スキル・
ノウハウ等を活用して企業発展に貢献する人材として、戦略的に活用している企業もみられます。

図15　65歳以降の高年齢者雇用（就業）のあり方について

　　　�今後の65歳以降の高年齢者雇用（就業）のあり方について、貴社ではどのようにお考えで
すか。《当てはまるものすべてに〇》

なお、個々の事情に関して、高齢従事者の場合は、若年層に比べて、健康状態・体力面、家庭や
家族の事情、就業や生活ニーズなど、個々人による違いが大きくなることから、この点に配慮をし
つつ、高齢者が継続的に働くことができる環境づくりを行うことが重要と考えられます。

問
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（2）調理技術等の進歩による労働環境の変化（チルド化や自動化システムなど）

チルド化や自動化システムなどの調理技術の進歩による労働環境の変化がもたらす影響について、
高齢者雇用の側面から見たメリット・デメリットについては、次のような意見がありました。

高齢者雇用の視点からは、チルド化や自動化システムなどの調理技術等の進歩は、体力面での不
安を解消できることにつながり、結果として雇用面でプラスとなるという意見が多くありました。
長時間の立ち仕事や力仕事がある現場作業では、高齢者の身体機能の低下を補う装置等（介護福祉
の現場で導入されているパワーアシストスーツなど）が技術進歩することで、その解決策につなが
る可能性もあります。

その一方で、「今までやって来たことは、今後はその通りにできない。変化に対応していかなけれ
ばならない」といった声もあります。諸々の技術進歩によって、求められるスキルが変容していく
ことも予想されるため、労働環境の変化を捉えつつ対応していく必要があります。

〈調理技術等の進歩が、高齢者雇用に及ぼすメリット・デメリット〉
（昨年度実施した調査の結果から）

▶�調理のチルド化については、コスト削減や人手不足の解決策のーつとして今後よ
り一層加速することが予想されます。そうなると、今までは調理師、栄養士といっ
た社員が行っていた仕事が、パートタイマーに振り替えられ、結果として高齢者
雇用を促進する一助となり、高齢者の従業員に依存する職場も増加するのではな
いかと考えられます。

▶�業界は全体的に人手不足であり、できる限り現場に負担がかからないように、あ
る程度本社で加工したものを調理してもらうようにしています。そういう意味で
は、高齢者雇用にもプラスになります。

▶�チルド化が進み、高齢者が働く機会がより増えていく傾向に進んでいくと予想さ
れます。

▶�最終的には、人によらない、誰がやっても同じ結果になる仕組みづくりが、より
高齢になっても働けるきっかけになります。その場合、これまでの経験やノウハ
ウに代わり、患者や入居者の食欲を促進させるような説明スキルや対人コミュニ
ケーション能力がより重要になるのでは、と考えます。

▶�プラス面は、体の負担が少なくなる、時間的制約がなくなる、考えなくて良くな
るということがあります。マイナス面は、人の経験やスキルによらないので、知
識や経験が収入にならなくなります。現場作業がなくなると人が要らなくなり、
雇用機会が減るように思います。
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（3）高齢従事者のデジタル活用スキル

社会全体のデジタル化が進められる中、デジタル活用に関する理解やスキルが十分でない高齢者
が社会から取り残される、いわゆる高齢者のデジタルデバイド（情報格差）が新たな課題となって
います。

総務省「通信利用動向調査」によれば、2020年における個人の年齢階層別インターネット利用率
は、60歳以降の世代において2018年と比較（※）して上昇し、60～69歳では利用率が８割超と若い
世代との差が少なくなっています。徐々にではありますが、日常生活で求められるデジタル活用に
おいて、その世代間格差は解消されつつあると考えられます。

※2019年調査の調査票の設計が一部例年と異なるため、2018年との比較

図16　個人の年齢階層別インターネット利用率

出典：総務省「通信利用動向調査」（2018, 2019, 2020）

患者等給食業の現場においても、インターネット、スマホ、タブレットを活用したコミュニケー
ションが当たり前となるとともに、DX（デジタル・トランスフォーメーション）の導入など新しい
技術や仕事内容にも適応していく必要があると考えられます。高齢者雇用の推進において、この点
がボトルネックとなることもあり、業務上必要なスキルに関して、マニュアル作成や分かりやすい
動画を用いた情報共有など、対応が課題といえます。

〈高齢従事者のデジタル活用スキルについて〉（昨年度実施した調査の結果から）

▶ �DX 導入を行う現場では、機器の操作から保守・管理の難しさといった技術的な
問題から、高齢者を敬遠する（同時に敬遠もされる）事態が想定されます。

▶�高齢者の場合、パソコンなど、なかなか新しいことに取り組みにくいということ
もありますが、マニュアルをしっかり作ってあげて一度覚えてもらえたら、しっ
かりと自覚を持って仕事をしてもらえるので、安心してお任せできます。

▶�60歳代の高齢者はまだまだ若く、スマホなどを使われている人も多いので、まだ
まだ活躍できると考えています。
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衛生管理（感染症・食中毒対策）

HACCPの考え方を取り入れた衛生管理のための手引書	
～委託給食事業者～

食品衛生法の改正により、2020年６月に HACCP（ハサップ）に沿った衛生管理が制度
化されました。2021年６月１日から完全施行され、原則、全ての食品等事業者に「HACCP
に沿った衛生管理」が求められています。学校や病院等の営業ではない集団給食施設もそ
の対象となります。

「HACCP の考え方を取り入れた衛生管理」では、衛生管理計画や記録によって衛生管
理の見える化が求められています。その一助となるように、当協会（公益社団法人日本給
食サービス協会との連名）では、「HACCPの考え方を取り入れた衛生管理のための手引
書　～委託給食事業者～」を作成・配布しました。製造工程上での重要なポイントが明確
に把握できるようにするとともに、現場で具体的に展開しやすいよう、関連する記録様
式、記入例なども併せて記載しています。

また、厚生労働省によれば、食品等取り扱い事業者における新型コロナウイルス感染症
予防対策として、通常の食中毒予防のために行っている一般的な衛生管理の徹底が有効と
されています。

　2020年５月１日現在、食品（生で喫食する野菜・果実や鮮魚介類を含む。）を介して新型コロ
ナウイルス感染症に感染したとされる事例は報告されていません。製造、流通、調理、販売等の
各段階で、食品取扱者の体調管理やこまめな手洗い、アルコール等による手指の消毒、咳エチケッ
トなど、通常の食中毒予防のために行っている一般的な衛生管理が実施されていれば心配する必
要はありません。（以上、厚生労働省ホームページより）

長引くコロナ禍によって、患者等給食業の雇用環境にも少なからず影響を及ぼしてお
り、昨年度実施した調査では「高齢者に限らずメディカルフードサービス部門は、なかな
か人が採用しづらい。働いている方には高齢者も多くおり、感染リスクというところで辞
めたいという方が出てきている」との声もありました。そのため、上記の一般衛生管理の
ほか、各職場で策定されている新型コロナウイルス感染予防ガイドライン等の遵守徹底が
求められています。

高齢者では若い世代と比べて、定期の健康診断で何かしらの病名がある方や季節の変わ
り目等で体調を崩す方が多い傾向にあり、日々の体調管理が特に重要になります。

手引書の全文はこちらから→
https://www.mhlw.go.jp/content/11130500/000785726.pdf

厚生労働省ホームページ PDF ファイル ( 約35MB)

TOPICS
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　第      章　�高齢者雇用の推進に向けた視点�
（取り組みのポイント）

患者等給食業の「高齢者の活躍による安全・安心な食事の提供」を持続可能なものにしていくた
めに、各社の高齢者雇用推進施策の検討に役立てることを目的として、以下の５つの視点をもとに
取り組みのポイントや具体的な課題、参考となる事例等を整理します。

2

　 

高
齢
者
雇
用
推
進
に
向
け
た
視
点 

　

　　　　  高齢者が働きやすい環境づくり

　　　　  高齢従事者を含む人材戦略・人材育成

　　　　  高齢者の意向把握やモチベーションへの対応

　　　　  高齢従事者が継続して働くことができる取り組み

　　　　  高齢従事者の働き方の変化への対応

 視点１ 

 視点２ 

 視点３ 

 視点４ 

 視点５ 

　各々の視点からの取り組みのポイント　

高齢者の雇用に関して
抱えている課題・懸念されること

参考となる事例
（具体的な工夫やヒント等）

　 患者等給食業各社における高齢者雇用推進施策への反映 　
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　　　　  高齢者が働きやすい環境づくり

　高齢者雇用の視点からみた取り組みのポイント　

　❶ 雇用や勤務、賃金に関する制度・形態の工夫
　❷ 転倒防止等の労働安全に関する配慮

　　 雇用や勤務、賃金に関する制度・形態の工夫

　高齢者の雇用に関して、抱えている課題や懸念事項等　

	 〇高齢者個々のスキルや経歴、ニーズ等に対応できる雇用・勤務形態 
		  〇定年後も引き続きフルタイムでの勤務を継続する高齢従事者の賃金形態

	 参考となる事例等（具体的な工夫や取り組みのヒント）　

　【高齢従事者の雇用形態と待遇等】

事例 雇　用　形　態 備　考

１

正社員
60歳定年、 契約社員、
パート・アルバイトで
の再雇用あり

契約社員
60歳定年後、フルタイ
ムが原則で再雇用あり。
１年単位の契約で、70
歳まで継続可

パート・アルバイト
60歳定年、１年単位の
契約で再雇用・継続雇
用の上限は撤廃

栄養士や調理師の免許
を持ち、該当の業務をし
てもらえる人について
は時給等に加算

２

正社員
本部管理職と事業所管
理者としての栄養士職
が主。月給制、賞与、退
職金制度の対象

準社員
正社員と同様にフルタ
イム。調理作業が主で
管理責任は問われない
立場。給与は日給、時間
給があり退職金制度、
賞与は付与なし

短時間雇用者
本人の都合に合わせた
勤務形態で時間給。高
齢者雇用の場合も、労
働力補完が主で特にそ
れまでの経験やスキル
を待遇面で考慮するこ
とはない。

待遇面で正社員と準社
員、短時間雇用がある。

３

正社員
60歳定年、60歳の誕生
日を迎えた翌月以降、
契約社員に変更

契約社員
65歳で満了、65歳の誕
生日を迎えた翌月以降、
パートに変更

パート 定年後、雇用形態変更
による給与の変更はな
し。何年か前までは減額
していたが、現在は年金
支給がほぼ65歳以降で
あるため配慮するよう
にした。

４
60歳定年だが、契約社員とパートタイマーは定年という年齢制限を設けず、
自分の体と健康が許す限り働いてもらっている。80歳を超える方で週１回
などの働き方をしている。

 視点１ 

1
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事例 雇　用　形　態 備　考

５

新規雇用（60歳以上）
「契約社員」「調理師又は栄養士としてのパート社員」「通常フルタイムパー
ト社員」「通常短時間パート社員」と、本人の資格、経験により複数の雇用
形態を選べるようになっている。

継続雇用（60歳以上）
「従来どおりの正社員として雇用継続」「月額金額は変わらず賞与と退職金
がない契約社員に変更」「調理又は栄養業務のできる時給の高いパート」「通
常のパート社員」と、本人のスキルとマインドに応じて会社より提示して
いる。

ハローワークの高齢者
雇用助成金を活用し高
齢者であっても積極的
に 雇 用 す る イ ン セ ン
ティブをもたせている。

　【定年後、継続雇用で引き続きフルタイムの場合、どの程度賃金が下がるのか等】

事例 継続雇用時の賃金制度（引き続きフルタイムの場合） 賃金形態が変わる 
タイミング

１

正社員では今まで該当者がいなかった（現在、最も年齢が高い社員でも40
代）ので、実績はなし（具体的な制度も未設定）。正社員の場合は、役職に
就いている社員が残ることになると思うので、役職手当を外す程度で再雇
用するということになるかどうかというところ。想定として、70歳まで正
社員にということも考えないといけないかもしれない。
契約社員・パート社員は従前と同じ内容で再雇用を行っている。（最高齢で
77歳の人がいる）

定年である60歳で賃金
形態が変更。

２
正社員であった従業員が、定年になって継続雇用になった場合であっても、
賃金の減額の措置はない。特に、準社員の時間給雇用者が定年になったこ
とを理由に賃金が減額されることはない。

３
定年時、再雇用を全員に案内。希望者は全員再雇用としている。その段階
で、賃金は月給より時給となるが、定年時の月給から時給換算しているた
め、ほぼ同一の金額で再雇用している。

４

正社員の場合、60歳を迎えた月の翌月より再雇用となり、賃金の見直しを
行う。業務内容が同じ場合、賃金は下がらない。状況や希望により、月給、
日給、時給があり得る。
パートの場合、業務内容が変更となったときに賃金を見直す。例えば、厨
房業務から洗浄業務、清掃業務に変更になった場合や、フルタイムから一
日４時間等になった場合等。

60歳を迎えた月の翌月

５

当社の定年が65歳のため、65歳を過ぎてフルタイムパートになる場合や、調
理又は栄養士としてのスキルを活かした時給が高いパートになった場合は
月額の給与はほぼ変わりないが、賞与と退職金が出なくなる分賃金が下が
る。通常パートの場合は、賞与と退職金がなくなることと月額の給与も５
～７万円程下がる。

一度退職金を支払い、
正社員の待遇が終了し
た後
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　　 転倒防止等の労働安全に関する配慮

　高齢者の雇用に関して、抱えている課題や懸念事項等　

	 ⃝ 高齢者の転倒防止などの安全対策
	 ⃝ 高齢者が働く現場の設備・機器の見直し
	 ⃝ マニュアルや指示書の改善

	 参考となる事例等　（具体的な工夫や取り組みのヒント）　

　【高齢者の転倒防止などの安全対策】

事例 転倒防止などの安全対策

１
高齢者は転倒するというケースが多いので、大きな事故につながることも多いため、いろいろな現場
で、「ここは危ないよ」という場所はトラテープなどでいろいろな目印をつけ、転倒することなく活
躍できるように配慮している。

２ 転んでもケガをしない厨房の設置・改修に対する助成金があれば、施主がケガしない厨房にしやすい。

３
一つ段差があったり、何かがあって、これをこうしたいということがあったりしたとしても、その場
所は、お得意先、病院側の施設を借りたものであることが非常に多いと思う。働きやすい環境づくり
もしたいが、思いどおりにはいかないというところが課題。

４

高齢者が働くうえで、転倒が最も怖い現象のため、それを防ぐための取り組みが必要である。例え
ば、ハザードマップ。仕事のことは大体教えるが、危ない場所をひとつひとつ説明する人はほとんど
いない。ハザードマップを活用することで、過去に事故があった場所や転倒した箇所があることを
貼って示し、注意を促している現場もある。

　【高齢者が働く現場の設備・機器の見直し】

事例 現場の設備・機器の見直し

１ 人力でやっていた作業を機械で置き換えられる作業は機械化した。→洗米作業にライスロボを導入す
るなど。

２ 業務受託先の病院や施設の建物やスペース等の環境に左右されるため、自社での改善の余地はほとん
どない。（会社としてできるのは休憩室の備品の配置程度）

３ 休憩室の整備（椅子、扇風機などを設置）に努めているが、その他は特にない。

４ 委託先での現場のため、作業環境、休憩時間等、高齢従事者に特に配慮する余地がなく、一般従業員
と同じ扱いとしている。

５ 作業工程が決まっているため、高齢者だからといって特別な対応はしていない。
高齢者が自分にあった就労場所を選択している。

６
施設から環境を借りて実施しているケースが非常に多いため、なかなか自社で大きな取り組みを行う
というのは難しい。従業員の休憩室の充実など、そういった環境の整備を積極的にお客様の方にお願
いをしていく程度である。

2
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　【マニュアルや指示書の改善】

事例 マニュアルや指示書の改善

１

①�高齢になると字が見えにくくなるので指示書の字を大きくする。壁に貼りだす文書も字を大きくす
る。

②�字を読むのが億劫になるので、イラストを使用したり、文字数を減らして大きく書いたりするよう
にしている。

③紙で見せるより動画で見せる方が頭に残りやすいので、衛生管理マニュアルを動画にした。

２ 従来の機器の取り扱いには慣れているので問題ないが、今後は新しい機器の取り扱いがハードルにな
るかもしれないので、標準作業書を動画化する等して整備していくことが課題と考えている。
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　　　　  高齢従事者を含む人材戦略・人材育成

　高齢者雇用の視点から見た取り組みのポイント　

　❶ 人材の募集・採用（高齢者の中途採用を含む）
　❷ 長期的なキャリア形成の道筋・展望

　　 人材の募集・採用（高齢者の中途採用を含む）

　高齢者の雇用に関して、抱えている課題や懸念事項等　

	 ⃝ 高齢者の人材募集・採用を人材戦略上、どのように位置づけるのか
	 ⃝ 他業界、他業種からの人材採用の可能性はどうか

	 参考となる事例等（具体的な工夫や取り組みのヒント）　

　【高齢者の人材募集・採用】

事例 高齢者の人材募集についての考え方

1 調理業務については調理技術と経験豊富な人を採用している。若者はまず応募してこないので、高齢
者にできる限り長く働いてもらわざるを得ない。

2 飲食業界で長年就業していた人は相対的に安い賃金で雇用できる。また、業界的に若い人からの希望
が少なく、高齢者雇用にてカバーしている。

3 過去に経験がある人であれば即採用という形も可能かと思う。ない場合には、パートから徐々にとい
う形になる。

4 パートについては定年制を設けておらず、ハローワークを活用して60歳以上の人も採用している。

5 現状、新規の人材募集は事業所現場の従事者補充や、新規営業先の人員募集に限られ、特に、高度人
材募集であるとか、専門性のある経験豊かな高齢人材の募集などを行う必要性はない。

6

試用期間を定め、労使双方の求める働き方について意見交換する機会を設けている。（試用期間は、
正社員が３～４か月間、パートの場合は２～３か月間。現場を長く離れていた人も多いので、実際に
働いてみての意向を確認して勤務時間や配置等の調整をしている。難しい場合には本採用を見送るこ
ともある）

７
会社規模から考え、特段専門性を備えた人材の募集は視野にない。専ら、労働力不足の補充に限られ
ているため、今以上の処遇面での考慮はない。会社規模と経営上の固定費とのバランスで、現状、戦
略的な人材募集は検討していない。

８ 高齢者の人材の募集は、全体的には60歳までの募集という形にしているが、運用において、60歳を超
えても採用する場合もある。そういう場合の定年などの制度は決めている。

 視点２ 

1
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　【他業界、他業種からの人材採用】

事例 他業界、他業種からの人材採用について

1 高齢者雇用に際し、管理職への中途採用は営業職としての人脈と営業実績を考慮している。頻度は少
ないが、業界他社へも接触している。

2

他業種の経験者でも採用するが、高齢者の場合は長続きしない傾向がある。やはり体力の衰えがあり、
疲れるという話を聞く。高齢従事者は、あまり収入はいらないので、ライフスタイルに合った楽な仕事
で良いという人が多く、頑張りが利かないことも多い。特に他業種からの場合は想像していたより作業
が辛いというケースが多いのではないか。

３
メディカル部門で勤務されている人は、ある程度専門性が高いという判断をしており、どうしても産
業系から異動するにしても難しいような状況。資格を持っている人、調理師も含め、栄養士、管理栄
養士は、定年後も再雇用優先となる。

４
現在は新型コロナウイルスの影響で、ホテル業や外食産業からの転職希望者が増えている。給食事業
とは業務内容が違うため、仕事に慣れるまで多少の時間を要するところもある。ホテル業や外食産業
に向けた求人も出すようにしている。

　　 長期的なキャリア形成の道筋・展望

　高齢者の雇用に関して、抱えている課題や懸念事項等　

	 ⃝ 50歳以上の高齢従事者を対象にした継続的な能力開発（研修等）
	 ⃝ �従業員にどのようにキャリアパス ( 職責や職務に応じた長期的な展望・道筋 ) を示して

いくのか

	 参考となる事例等（具体的な工夫や取り組みのヒント）　

　【高齢従事者対象の能力開発（研修等）】

事例 高齢従事者の研修等についての考え方

１

・年齢を基準とした研修は実施していないが、栄養士、管理者に対する研修は行っている。
・�全従業員に対して毎月１回、衛生概念や個人情報の取り扱い等をテーマとした研修を実施している。
・�外部研修としては、パートは別であるが、栄養士や調理師には勉強会や展示会、見学会等の機会が

あれば積極的に参加してもらうようにしている。日々限られた職場内だけだと、新しい情報が入ら
ないので、意欲のある人や期待したい人には自分で行って直に見て刺激を受けてもらい、日常業務
に反映してもらえたらと思っている。学ぶ姿勢は大切だと考えている。

２
高齢者限定ではなく社員全員を対象に、半年に１回、会社の説明動画と衛生管理マニュアルの動画の視
聴を行う機会を設けている。社員は、半年ごとに行う集団での衛生学習を受講するほか、社員全員から
指名制にて研修講師を務める取り組みを行っている。テーマも上司と相談しながら自分で設定する。

３

・�「基本に忠実に、そして一つひとつ業務を習得し、その後スピードアップ（効率化）を図っていく
こと」が重要であると考え、伝え続けている。そのため、今後も研修・セミナーなどの実施予定は
ない。

・�受託施設の現場での仕事となるため、それぞれの施設内での業務に習熟し、レベルアップをしてい
くことになる。したがって、全体で一律に（共通に）研修・指導できるものではない。

２
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事例 高齢従事者の研修等についての考え方

４ 年齢に関係なく、（社内で）入社時研修や衛生研修を実施している。高齢者ということでは特に区別
しておらず、高齢者向けの研修の必要性も感じない。

５ 他の年齢層の従業員と同様、各現場でのＯＪＴが中心で、特別な研修は実施していない。必要性も感
じていない。

６
高齢者雇用における最大の課題は、労災事案になるような事故やケガの問題である。厨房の安全と衛
生の対策強化、高齢者でもケガしないハードとソフトの整備について、高齢者本人はもとより、現場
責任者に対する教育が必要と考えている。

７ 能力開発として特別なことは行っていないが、求める業務に就いたり、スキルを修得したりした際
は、賃金の見直しを実施している。

　【従業員の一般的なキャリアパス】

事例 従業員のキャリアパスについての考え方

1
調理師・栄養士の社員については評価制度を導入しており、社員のレベルに合わせて会社が求めてい
る行動評価指標を明示し、それに対する結果を賞与や給与に反映させている。また、役職者への昇格
も基準を設けている。

2

「その現場（部署）」において、全ての業務を理解・習得し、さらにトラブル時の対応を適切に行える
ようになること。なお、現場においてはこれ以外に、他の施設（介護施設から病院、学校から福祉施
設など）でも経験を積み、様々な施設での対応が可能となるよう、また各施設において改善などを行
えるよう「人財」を育てている。

3 事務系（本部管理職）にあっては、キャリアと昇格を連動させて人材の育成を図っている。現場の栄
養士職、調理師にあっては協会主催の資格認定取得を推奨している。

4
事務職（経理・営業事務・来客対応などの業務内容）に対し、給食現場に属する従業員は調理補助や
栄養計算など、根本的な性質が異なるため、事務職と専門職とを区分したキャリアパスによる運用を
行っている。

５
一般的には、最初は必ず現場経験を踏む。栄養士が献立を作成するにも現場の事情が分からないと使
えない献立になってしまう。事務系（営業と管理を含む）については、調理経験と栄養業務経験は問
わない。営業と管理は経営幹部に同行し、営業と管理の方法を学ぶ。
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　　　　  高齢者の意向把握やモチベーションへの対応

　高齢者雇用の視点から見た取り組みのポイント　

　❶ 高齢従事者の意向把握
	 ❷ 高齢従事者のモチベーション維持の手段

　　 高齢従事者の意向把握

　高齢者の雇用に関して、抱えている課題や懸念事項等　

	 ⃝ 個別面談やアンケート等への取り組みについて

	 参考となる事例等（具体的な工夫や取り組みのヒント）　

　【高齢従事者の意向把握】

事例 個別面談やアンケートによる対応について

１
全従業員を対象に個別面談及びアンケートを、年１回を目途に行っている。要望や悩みは人間関係に
関する事項が多い。ここが小さな会社の強みで、従業員の名前も顔も分かっているため、すぐに対処
し、大きな問題になる前に話をし、対処することができている。

２

各施設に訪問した際、従業員から聞き取りを行っている。また、問題が起きた場合などは、本人又は
責任者より給食部長に連絡が入る。多くの悩みとしては、新しいことを覚えられないということや、
時代の進歩などにより新たに対応可能な仕事が増えたこと（＝給食業務が複雑化したこと。病院の特
別食等）がある。

３ 本人又は所属部署の責任者から希望があれば、個人面談を実施している。悩みは、人間関係に関する
ものが時々ある。

４ 個別面談やアンケートは実施していない。そこの現場の責任者が必要に応じてヒアリングを行い、何
かあれば報告がある。

５ 高齢従事者を含めて、必要に応じて面談の機会を設けている。従業員からは、勤務シフトに関する希
望が最も多い。（朝がきつい、夜が遅い、家族の世話をしなければいけない等々）

６

「クライアントに対し、細かすぎる個人対応や食形態をシンプルに変えてもらえるよう交渉をしてほ
しい」、「業務を簡単にしてほしい」、「朝早いのは良いが、長時間の仕事はできない」、「土日は休みた
い」、「夜遅い時間帯を早い時間帯に変えたい」、「通勤場所をもっと近い所にしてほしい」などの要望
が多く、これまでは断ってきたが、人手不足の中、今はできる限り融通を利かせて調整するようにし
ている。

 視点３ 

1
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　　 高齢従事者のモチベーション維持の手段

　高齢者の雇用に関して、抱えている課題や懸念事項等　

	 ⃝ 高齢従事者の貢献をどのように評価するのか（人事評価など）
	 ⃝ 年長の高齢従事者を管理・監督する上での配慮事項について

	 参考となる事例等（具体的な工夫や取り組みのヒント）　

　【高齢従事者のモチベーション維持の手段など】

事例 高齢従事者のモチベーション維持の取り組みや考え方

1

人事評価制度があり、正社員や契約社員全員は半期ごとに、パート社員については年１回、昇給の時
期に評価を実施している。処遇面では、最低賃金が上がり時給は伸びてきているので、さらに大きく
上げることは難しいが、年齢に関わらず、引っ張ってくれるような人には御礼をするようにしてい
る。永年勤続の表彰など、気持ちで感謝を伝えている。

2
現在、人事評価制度を取り入れており、年２回、全社員に目標を決めてもらい面談を行っている。結
果に対してまた回答を出すことを繰り返しながら、社員が皆同じように競争し合う形で精進しても
らっている。

3

高齢従事者は、生活に資する賃金を求める反面、一般労働者として扱われることには今までの長い経
験からくるプライドがあると考え、若い管理者ではなく高齢の管理者を充て、相談に乗れる管理体制
を作ることが必要と考える。永年の勤務によって培われた人脈や育成された後輩たちの貢献の総和を
高齢者の評価とする社内体制が必要である。

４
管理者から見ると、高齢従事者はやはり新しいことを覚えられなくなってくる。今までできていたこ
とができなくなってくる（作業スピードの低下等）。これまでは問題がなかった場所で躓くなど労災
も増えている。

５
年齢が65歳を過ぎても同じ仕事を継続してやってもらうようにしている。過剰な対応で仕事を取って
しまったりすると、そのことがその人のモチベーションを大きく下げてしまうようなことになるのか
なと思う。

６

定年して契約社員、パート、時短となった人の中には、今まではフルで働き、教育・育成にもすごく
力を入れていたところが、本人もモチベーションが下がるということがある。会社側も、どちらかと
いうと若い人にたくさん力を入れていることもあり、今後、高齢者が増えていく中でどうしていくの
か課題となる。

７
定年後、勤務時間も短くなっていくという点では、どうしても賃金の低下というところの問題が非常
に大きくなる。モチベーションを上げるためには、これをどうにかしたいというのがあるが、会社全
体の総賃金もあって、なかなか難しい。

2
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　　　　  高齢従事者が継続して働くことができる取り組み

　高齢者雇用の視点から見た取り組みのポイント　

　❶ 高齢従事者の健康確保措置
	 ❷ 高齢従事者の継続雇用等に際しての配置転換

　　 高齢従事者の健康確保措置

　高齢者の雇用に関して、抱えている課題や懸念事項等　

	 ⃝ 高齢従事者の健康状態の把握
	 ⃝ 高齢従事者の福利厚生制度などの取り組み

	 参考となる事例等（具体的な工夫や取り組みのヒント）　

　【高齢従事者の健康管理】

事例 高齢従事者の健康状態の把握について

1 毎年７月頃に全従業員を対象に定期健康診断を実施している。健康状態は基本的には自己申告だが、
健康診断結果を受けて個々に保健指導等を受けている。

2
短時間労働者を含めた全従業員において健康診断を実施している。また、産業保健センターを介して
の医師の意見聴取及び結果連絡（異常の所見がある場合）、社内の管理栄養士による健康管理（個別
面談又は電話）がある。

３ 体調が優れないという従業員がいた場合は、本社から代替要員（主に調理師）を派遣している。健康
診断は全従業員に実施しているが、それ以外は特にない。

４ 定期健康診断による産業医の意見、ストレスチェックの実施、長時間残業の是正、有休取得の促進な
ど、法令上求められているもののみ実施している。

５ 従業員に対しては、毎月の腸内細菌検査のほか、インフルエンザ予防接種、年１回の特定健診を実施
している

６ 健康状態の把握は、年１回の健康診断結果で判断。勤務シフトを組む際に３連勤までにする。現場責
任者による、個別面談を半年に１回行っている。

 視点４ 

1
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　【高齢従事者の福利厚生制度等】

事例 高齢従事者の福利厚生制度等への取り組みについて

1
福利厚生制度まではなかなか手が回らない。コロナ前はグループ分けして食事会などは催していた
が、働く場所や時間が異なるため、忘年会や旅行は企画できない。健康体操なども病院や老健の現場
ではスペースがないため、実施できない。

2 高齢従事者について、労働力の補完とまでは未だ位置づけられておらず、日頃から高齢従事者を特別
視していないため、特別な措置や福利厚生制度は確立されていない。

　　 高齢従事者の継続雇用等に際しての配置転換

　高齢者の雇用に関して、抱えている課題や懸念事項等　

	 ⃝ 継続雇用時の配置転換等の対応

	 参考となる事例等（具体的な工夫や取り組みのヒント）　

　【継続雇用時の配置転換】

事例 継続雇用時の配置転換について

1 高齢者の継続雇用にあたっては、本人の意向を尊重し、自宅近くの就業場所へ配属したり、短時間雇
用に転換したりするなどの配慮をする。

2 本人が慣れた環境での継続雇用を望むため、配置転換を行うことは基本的にない。また、事務職へ配
置転換するケースはない。

３
自宅に近い職場や、就労時間の短い職場への配置転換がある。給食の現場から事務系への配置転換は
皆無ではないが、通常はまずあり得ない。現場の人は現場向きであり、パソコンスキルや文書作成能
力の点からも希望はしない。

４ 他の職種への変更等を行うことは基本的にはない。高齢従事者は皆同じ事業所にとどまることを希望
するが、同じ事業所の調理業務の中で、洗浄や清掃の仕事に変わるということはある。

５ 高齢従事者については原則、配置転換はしない。

６

自宅に近い事業所への異動はある。また、定年後にパートになる場合は、責任ある立場の仕事から降
りたいという希望が必ずある。高齢者になった後に他職種への変更を希望することはほぼない。まと
めると、「自宅から近い事業所で、今までやって来た仕事の延長線上を、責任がない立場で、自分の
好きな時間でやりたい」という希望となる。

２
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　　　　  高齢従事者の働き方の変化への対応

　高齢者雇用の視点から見た取り組みのポイント　

　❶ 個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方
	 ❷ パソコン等、IT 機器操作

　　 個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方

　高齢者の雇用に関して、抱えている課題や懸念事項等　

	 ⃝ 高齢従事者の勤務時間への配慮等
	 ⃝ 高齢従事者の作業能力変化に応じた配置転換など

	 参考となる事例等（具体的な工夫や取り組みのヒント）　

　【勤務時間への配慮等】

事例 高齢従事者の勤務時間への配慮等

1

勤務時間や職務能力などは、年を重ねるにつれて、徐々に徐々に範囲が限られてくる。働き方の変化
と勤務時間について、当然、個人的な体力の差もあり、一律に取り扱うことは難しいため、その辺り
を配慮しながら進めている。加えて、会社から見てどうかという場合には、いろいろと相談をさせて
もらう。

2
勤務時間は、高齢になるほど本人からの希望で、８時間を６時間にする、６時間を３時間にするとい
う形で、時間短縮をしている。希望があったら、それに合わせることができるように、ともに考えて
いる。

３ 勤務時間への配慮等については、本人との話し合いの中で８時間からパートタイムに切り替えてほし
いなどという意向があれば、その時点で検討している。

４ 早朝は、若い人はやや苦手という傾向がある。どうしても早い早朝勤務になると求人にもなかなか応
募が少ないという中で、ある程度年齢の高い人に勤務をお願いするケースというのは比較的多い。

５
朝早い時間など、若い人がなかなか働けない時間帯や曜日に関して、高齢従事者で、特に朝だけ働い
てもらえる人などは、非常に助かっている。ただ、どうしても偏りが出てくるため、高齢従事者も増
えてくる中で、その調整が難しくなる。

６
高齢者の場合、主婦層との仕事の価値観や目的の違いがある。働かなくとも生活はできるが、生活の
生きがいやリズムとして、毎日きちんと出勤してくれる。非常にありがたいため、できる限り配慮し
ている。

 視点５ 

1
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　【高齢従事者の配置転換等】

事例 高齢従事者の配置転換について

1

従業員は年を重ねるにつれ業務作業能力が低下する傾向がある。その反面、時代の進歩等により給食
対応が複雑化してきており、高齢従事者では対応困難、もしくは処理に時間を要する。そのため、業
務習得を促しつつも適正を図り、適宜配置転換を講じるようにしている。（同一作業工程内における
配置転換が主）

2
本人から配置転換の希望があった場合は、現在の施設内でも時間帯に応じて可能であれば調整する
が、別の職場でより楽な簡単な作業がないかを探し、案内している。しかし、あくまでもタイミング
や状況が合えばということになるため、なかなか都合よくは見つからない。

　　 パソコン等、IT機器操作

　高齢者の雇用に関して、抱えている課題や懸念事項等　

	 ⃝ パソコン等、IT 機器操作の習得

	 参考となる事例等（具体的な工夫や取り組みのヒント）　

　【パソコン等、IT機器の操作】

事例 高齢従事者のパソコン等IT機器の操作について

1 パソコンやタブレット等の取り扱いに弱い従業員が多いので、高齢従事者向けというより全従業員に
対して教育・研修を実施していく必要があると思っている。

2 ＩＣＴを使った業務の効率化として、知識がなくても活用できる機器のインターフェースの開発をし
たい。直感的に操作できることが必要と考える。

３

新たなスキルとしては、人手不足に対応した新しい機器の取り扱い、調理方法の開発と習得が課題と
なる。また、スマホやパソコンを使った業務に慣れるための教育も必要となる。

（パソコンは現在でも発注業務で不可欠。数字の管理は、VPN で本社のサーバー上のファイルを直接
操作する方法もとっている。スマホは、個々に動画を視聴できれば良い程度であるが、そもそもスマ
ホを持っていないという高齢者も多い）

２
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　第      章　�資料編

（1）改正高年齢者雇用安定法の概要

〈厚生労働省パンフレット「高年齢者雇用安定法改正の概要（簡易版）」〉

3
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（2）改正高年齢者雇用安定法のＱ＆Ａ

〈厚生労働省職業安定局「高年齢者雇用安定法Ｑ＆Ａ（令和３年２月26日時点）」〉

１．高年齢者就業確保措置

〈努力義務への対応として必要な内容〉�

　　　　�まずは67歳までの継続雇用制度を導入するなど、高年齢者就業確保措置を段階的に講ず
ることは可能でしょうか。

　　　　�　段階的に措置を講ずることも可能です。ただし、改正法で努力義務として求めている
のは70歳までの就業機会を確保する制度を講じることであるため、70歳までの制度を導
入することに努め続けていただくことが必要です。なお、既に67歳までの継続雇用制度
を講じている場合についても同様です。

　　　　�改正法は2021年４月１日から施行ですが、その時点でいずれかの措置が取られていない
と厚生労働大臣による指導の対象となるのでしょうか。あるいは、その時点から検討を
始めれば指導の対象とはならないのでしょうか。

　　　　　高年齢者等職業安定対策基本方針において、厚生労働大臣の指導の考え方として、
　　　　⑴�まずは、制度の内容を把握していない事業主や70歳までの就業機会の確保について検

討を開始していない事業主等に対して、制度の趣旨や内容の周知徹底を主眼とする啓
発及び指導を行うこと、

　　　　⑵�企業の労使間で合意され、実施又は計画されている高年齢者就業確保措置に関する好
事例その他の情報の収集及びその効果的な提供に努めること、

　　　　⑶�雇用時における業務と、内容及び働き方が同様の業務を創業支援等措置と称して行わ
せるなど、2020年改正の趣旨に反する措置を講ずる事業主に対しては、措置の改善等
のための指導等を行うこと

　　　　を記載しており、この考え方に基づいて指導等を行います。
　　　　　改正法が施行される2021年４月１日時点で、70歳までの就業確保措置が講じられてい

ることが望ましいですが、検討中や労使での協議中、検討開始といった状況も想定され
ます。労働局では、相談支援等を行っておりますので、ご活用いただきながら、措置の
実施に向けた取り組みを進めてください。

1
Q

A
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　　　　�改正法においては、高年齢者就業確保措置は努力義務（「努めなければならない」）とさ
れていますが、事業主が措置を講ずる努力（例えば、創業支援等措置について労使で協
議はしているが、同意を得られていない場合）をしていれば、実際に措置を講じること
ができていなくても努力義務を満たしたこととなるのでしょうか。

　　　　�　改正法では、高年齢者就業確保措置を講ずることによる70歳までの就業機会の確保を
努力義務としているため、措置を講じていない場合は努力義務を満たしていることには
なりません。また、創業支援等措置に関しては「過半数労働組合等の同意を得た措置を
講ずること」を求めているため、過半数労働組合等の同意を得られていない創業支援等
措置を講じる場合も、努力義務を満たしていることにはなりませんので、継続的に協議
いただく必要があります。

　　　　�事業主が高年齢者就業確保措置を講じる場合において、就業条件など措置の内容に関し
て高年齢者と事業主の間で合意できず、高年齢者本人が措置を拒否した場合は努力義務
を満たしていないことになるのですか。

　　　　�　事業主が雇用の措置を講ずる場合、改正法で努力義務として求めているのは、希望す
る高年齢者が70歳まで働ける制度の導入であって、事業主に対して個々の労働者の希望
に合致した就業条件を提示することまでは求めていません。そのため、事業主が合理的
な裁量の範囲での就業条件を提示していれば、労働者と事業主との間で就業条件等につ
いての合意が得られず、結果的に労働者が措置を拒否したとしても、努力義務を満たし
ていないものとはなりません。

　　　　　また、事業主が創業支援等措置を講ずる場合、改正法第10条の２第１項に基づき、創
業支援等措置の内容等を記載した計画について過半数労働組合等の同意を得る必要があ
ります。そのため、事業主が過半数労働組合等の同意を得たうえで、当該計画に示した
内容通りの措置を講じていれば、個々の労働者と事業主の間で就業条件等についての合
意が得られず、結果的に労働者が措置を拒否したとしても、努力義務を満たしていない
ものとはなりません。

※�「３」は、企業の人事制度を変更する段階において、過半数労働組合等の同意を得られない場合について
のものである一方、「４」は、人事制度変更後に就業条件等について個々の高年齢者が拒否した場合につ
いてのものであり、異なる場面についての質問・回答になります。

3
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　　　　�65歳以降70歳までの就業確保措置を講じるにあたって、職種・雇用形態により、就業確
保措置の内容を区別することはできますか。

　　　　　改正法における５つの選択肢のうち、どの措置をどのような対象者に講じるかについ
ては、労使間で十分に協議の上、個々の企業の実情に応じて定められることとされてい
ますので、職種・雇用形態により就業確保措置の内容を区別することは可能です。

　　　　　なお、労使間の協議を踏まえて複数の措置を講ずる場合には、個々の高年齢者にいず
れの措置を適用するかについて、個々の労働者の希望を聴取し、これを十分に尊重して
決定するよう留意ください。

　　　　�65歳以降70歳までの就業確保措置を講じる際に、就業規則を変更する必要はあるので
しょうか。

　　　　　常時10人以上の労働者を使用する使用者は、法定の事項について就業規則を作成し、
行政官庁に届け出なければならないこととされており、また法定の事項について変更し
た場合についても同様とされています（労働基準法第89条）。定年の引き上げ、継続雇用
制度の延長等の措置を講じる場合や、創業支援等措置に係る制度を社内で新たに設ける
場合には、同条の「退職に関する事項（同条第３号）」等に該当するものとして、就業規
則を作成、変更し、所轄の労働基準監督署長に届け出る必要があります。

　　　　　なお、創業支援等措置を講じる場合には、就業規則の変更とは別に、創業支援等措置
の実施に関する計画を作成し、過半数労働組合等の同意を得る必要があります。この計
画については、ハローワークに届け出る必要はありません。

【就業規則の記載例】
	［例１］定年を満70歳とする例

（定年等）
第49条　労働者の定年は、満70歳とし、定年に達した日の属する月の末日をもって退職と

する。

	［例２］定年を満65歳とし、その後希望者全員を継続雇用する例

（定年等）
第49条　労働者の定年は、満65歳とし、定年に達した日の属する月の末日をもって退職と

する。
２　前項の規定にかかわらず、定年後も引き続き雇用されることを希望し、解雇事由又は

退職事由に該当しない労働者については、満70歳までこれを継続雇用する。

5
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	［例３］定年を満60歳とし、その後希望者を継続雇用する例（満65歳以降は対象者基準あり）

（定年等）
第49条　労働者の定年は、満60歳とし、定年に達した日の属する月の末日をもって退職と

する。
２　前項の規定にかかわらず、定年後も引き続き雇用されることを希望し、解雇事由又は

退職事由に該当しない労働者については、満65歳までこれを継続雇用する。
３　前項の規定に基づく継続雇用の満了後に、引き続き雇用されることを希望し、解雇事

由又は退職事由に該当しない労働者のうち、次の各号に掲げる基準のいずれにも該当す
る者については、満70歳までこれを継続雇用する。

	 （1）過去○年間の人事考課が○以上である者
	 （2）過去○年間の出勤率が○％以上である者
	 （3）�過去○年間の定期健康診断結果を産業医が判断し、業務上、支障がないと認められ

た者

	［例４］�定年を満65歳とし、その後希望者の意向を踏まえて継続雇用または業務委託契約を締
結する例（ともに対象者基準あり）

（定年等）
第49条　労働者の定年は、満65歳とし、定年に達した日の属する月の末日をもって退職と

する。
２　前項の規定にかかわらず、定年後も引き続き雇用されることを希望し、解雇事由又は

退職事由に該当しない労働者のうち、次の各号に掲げる基準のいずれにも該当する者に
ついては、満70歳までこれを継続雇用する。

	 （1）過去○年間の人事考課が○以上である者
	 （2）過去○年間の出勤率が○％以上である者
	 （3）�過去○年間の定期健康診断結果を産業医が判断し、業務上、支障がないと認められた者
３　第１項の規定にかかわらず、定年後に業務委託契約を締結することを希望し、解雇事

由又は退職事由に該当しない者のうち、次の各号に掲げる業務について、業務ごとに定
める基準のいずれにも該当する者については、満70歳までこれと業務委託契約を継続的
に締結する。なお、当該契約に基づく各業務内容等については、別途定める創業支援等
措置の実施に関する計画に定めるところによるものとする。

	 （1）○○業務においては、次のいずれの基準にも該当する者
		  ア　過去○年間の人事考課が○以上である者
		  イ　当該業務に必要な○○の資格を有している者
	 （2）△△業務においては、次のいずれの基準にも該当する者
　	 ア　過去○年間の人事考課が○以上である者
　	 イ�　定年前に当該業務に○年以上従事した経験及び当該業務を遂行する能力があると

して以下に該当する者
			   ①　〇〇〇〇
			   ②　△△△△
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【留意点】
ア�　高年齢者就業確保措置を講じる際に制度の対象者を限定する場合、対象者基準の内容は、原

則として労使に委ねられるものですが、事業主と過半数労働組合等との間で十分に協議した上
で、過半数労働組合等の同意を得ることが望ましいです。ただし、労使間で十分に協議の上で
定められたものであっても、事業主が恣意的に高年齢者を排除しようとするなど法の趣旨や、
他の労働関係法令に反する又は公序良俗に反するものは認められません。

イ�　高年齢者就業確保措置のうち、70歳まで継続的に業務委託契約又は社会貢献事業に従事でき
る契約を締結するにあたり、対象者基準を設ける場合は、当該者に事業主の指揮監督を受ける
ことなく業務を適切に遂行する能力や資格、経験があること等、予定される業務に応じて具体
的な基準を定めることが必要です。

　　　　�事業主が自社以外の会社や団体で高年齢者の就業を確保する場合（他社での継続雇用を
行う場合やＮＰＯ法人で実施する社会貢献事業に高年齢者を従事させる場合等）におい
て、解雇等により70歳に達する前に高年齢者が就業を継続できなくなった場合、高年齢
者が離職した後70歳までの期間について、定年まで雇用した事業主が自社で再雇用等を
行う必要があるのでしょうか。

　　　　　定年まで雇用した事業主が70歳まで自社以外の会社や団体で働ける制度を定めている
場合には、当該事業主は努力義務を満たしています。そのため、この場合において、就
業先である自社以外の会社や団体からの解雇等により70歳に達する前に就業を継続でき
なくなった高年齢者については、70歳までの残りの期間について、定年まで雇用した事
業主が改めて高年齢者就業確保措置を講じる必要はありません。

〈高年齢者就業確保措置の対象者〉�

　　　　�当分の間、65歳に達する労働者がいない場合でも、高年齢者就業確保措置を講じなけれ
ばならないのでしょうか。

　　　　　高年齢者雇用確保措置と同様に、全ての企業に対して一律に適用される努力義務です
ので、当分の間、65歳以上の労働者が生じない企業も含めて、高年齢者就業確保措置を
講じるよう努めることが必要です。
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〈高年齢者就業確保措置の実施者〉�

　　　　�定年まで雇用していた事業主に代わって特殊関係事業主や他の事業主が高年齢者就業確
保措置を講ずる場合、どのような措置を講ずることが可能ですか。

　　　　　定年まで雇用していた事業主に代わり、特殊関係事業主や他の事業主が高年齢者就業
確保措置を講ずる場合においても、高年齢者就業確保措置のどの措置を講じても構いま
せん。ただし、改正法第10条の２第１項に基づき、創業支援等措置は過半数労働組合等
の同意を得た上で講ずることとされているため、ご指摘のような場合には、定年まで雇
用していた事業主が、特殊関係事業主や他の事業主が講じる高年齢者就業確保措置につ
いて過半数労働組合等の同意を得た上で、当該措置の実施に関する計画を定年まで雇用
していた事業主の従業員に周知する必要があります。

〈運用・その他〉�

　　　　�就業規則において、継続雇用しない事由や業務委託契約等を更新しない又は解除する事
由を解雇事由とは別に定めることはできますか。別に定めることが可能な場合、創業支
援等措置については、どこで定めることができるのでしょうか。

　　　　　高年齢者就業確保措置は努力義務であるため、「措置の対象者を限定する基準」として
継続雇用しない事由や業務委託契約等を更新しない又は解除する事由を解雇事由とは別
に定めることは可能です。

　　　　　継続雇用しない事由を定める場合は、常時10人以上の労働者を雇用する事業主であれ
ば、就業規則の記載事項である「退職に関する事項」に該当することとなります。その
ため、労働基準法第89条に定めるところにより、就業規則に定める必要があります。ま
た、基準を設ける場合には過半数労働組合等の同意を得ることが望ましく、また、労使
で協議の上設けた基準であっても、高年齢者雇用安定法の趣旨に反するものや公序良俗
に反するものは認められません。

　　　　　また、創業支援等措置における業務委託契約等を更新しない又は解除する事由を定め
る場合には、省令第４条の５第２項第７号に定めるところにより、創業支援等措置の実
施に関する計画の記載事項である「契約の終了に関する事項（契約の解除事由を含む）」
に盛り込む必要があります。（創業支援等措置の実施に関する計画は、事業主が雇用する
労働者数にかかわらず、当該措置を講ずる全ての事業主が作成する必要があります。）
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　　　　�事業主が、雇用する高年齢者に対して高年齢者就業確保措置を利用する希望があるかど
うかを聴取するのは、65歳の直前でなければならないのでしょうか。例えば、定年を60
歳に定める会社が65歳まで特殊関係事業主で継続雇用を行い、65歳から70歳までＮＰＯ
法人で創業支援等措置を行う場合において、高年齢者の希望を聴取すべきタイミングは
いつですか。

　　　　　改正法第10条の２第１項では、「その雇用する高年齢者が希望するときは」とあるた
め、事業主は雇用している高年齢者が65歳を迎えるまでに希望を聴取する必要がありま
すが、タイミングについては65歳の直前でなくても構いません。

　　　　　また、ご指摘の場合については、定年まで雇用した事業主が、60歳定年前に高年齢者
の希望を聴取していれば、法律上の努力義務としては特殊関係事業主で雇用された後に
おいても希望を聴取することまでは求めていません。

　　　　　ただし、改正法の趣旨を踏まえれば、可能な限り個々の高年齢者のニーズや知識・経
験・能力等に応じた業務内容及び就業条件とすることが必要であるため、特殊関係事業
主に雇用された後に改めて高年齢者の希望を聴取し、適切な措置を講ずることが望まし
いです。

　　　　�指針において、賃金・人事処遇制度について、「支払われる金銭については、制度を利用
する高年齢者の就業の実態、生活の安定等を考慮し、業務内容に応じた適切なものとなる
よう努めること」、「職業能力を評価する仕組みの整備とその有効な活用を通じ、高年齢者
の意欲及び能力に応じた適正な配置及び処遇の実現に努めること」とありますが、70歳ま
での就業機会を確保する上で、具体的にどのような点に留意したらよいのでしょうか。

　　　　　70歳までの就業確保においては、労働者の希望に合致した労働条件までは求められて
いませんが、法の趣旨を踏まえた合理的な裁量の範囲内のものであることが必要と考え
られます。

　　　　　雇用の選択肢（定年の引き上げ・廃止、継続雇用制度）により70歳までの就業確保を
行う場合には、最低賃金や短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関す
る法律（平成５年法律第76号）に基づく雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保など、
労働関係法令の範囲内で賃金等を定める必要があります。

　　　　　雇用によらない選択肢（創業支援等措置）により70歳までの就業確保を行う場合には、
創業支援等措置の実施に関する計画に「高年齢者に支払う金銭に関する事項」を定めた
上で、過半数労働組合等の同意を得る必要があります。また、「高年齢者に支払う金銭に
関する事項」については、業務の内容や当該業務の遂行に必要な知識・経験・能力、業
務量等を考慮したものとなるよう留意する必要があります。
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（参考１）創業支援等措置の実施に関する計画の記載事項
	 ①高年齢者就業確保措置のうち、創業支援等措置を講ずる理由
	 ②高年齢者が従事する業務の内容に関する事項
	 ③高年齢者に支払う金銭に関する事項
	 ④契約を締結する頻度に関する事項
	 ⑤契約に係る納品に関する事項
	 ⑥契約の変更に関する事項
	 ⑦契約の終了に関する事項（契約の解除事由を含む。）
	 ⑧諸経費の取扱いに関する事項
	 ⑨安全及び衛生に関する事項
	 ⑩災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項
	 ⑪社会貢献事業を実施する法人その他の団体に関する事項
	 ⑫�創業支援等措置の対象となる労働者の全てに適用される定めをする場合においては、これに

関する事項

（参考２）高年齢者就業確保措置の実施及び運用に関する指針（抜粋）
第２　高年齢者就業確保措置の実施及び運用
	 ３　創業支援等措置
		  ⑵　過半数労働組合等の合意に係る留意事項
			   ロ　実施計画に記載する事項については、次に掲げる点に留意すること。
				    ②�　高年齢者に支払う金銭については、業務の内容や当該業務の遂行に必要な知識・経

験・能力、業務量等を考慮したものとすること。
						      また、支払期日や支払方法についても記載し、不当な減額や支払を遅延しないこと。
	 ４　賃金・人事処遇制度の見直し
		  ⑵�　高年齢者就業確保措置において支払われる金銭については、制度を利用する高年齢者の

就業の実態、生活の安定等を考慮し業務内容に応じた適切なものとなるよう努めること。
		  ⑸�　職業能力を評価する仕組みの整備とその有効な活用を通じ、高年齢者の意欲及び能力に

応じた適正な配置及び処遇の実現に努めること。
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２．対象者基準

　　　　�対象者を限定する基準とはどのようなものなのですか。

　　　　　対象者を限定する基準の策定に当たっては、過半数労働組合等と事業主との間で十分
に協議の上、各企業の実情に応じて定められることを想定しており、その内容について
は、原則として労使に委ねられるものです。

　　　　　ただし、労使で十分に協議の上、定められたものであっても、事業主が恣意的に特定
の高年齢者を措置の対象から除外しようとするなど高年齢者雇用安定法の趣旨や、他の
労働関連法令に反する又は公序良俗に反するものは認められません。

　　　　　【適切ではないと考えられる例】
　　　　　『会社が必要と認めた者に限る』
　　　　　（基準がないことと等しく、これのみでは本改正の趣旨に反するおそれがある）
　　　　　『上司の推薦がある者に限る』
　　　　　（基準がないことと等しく、これのみでは本改正の趣旨に反するおそれがある）
　　　　　『男性（女性）に限る』
　　　　　（男女差別に該当）
　　　　　『組合活動に従事していない者』
　　　　　（不当労働行為に該当）
　　　　　なお、対象者を限定する基準については、以下の点に留意して策定されたものが望ま

しいと考えられます。
　　　　　ア　意欲、能力等をできる限り具体的に測るものであること（具体性）
　　　　　　�　労働者自ら基準に適合するか否かを一定程度予見することができ、到達していな

い労働者に対して能力開発等を促すことができるような具体性を有するものである
こと。

　　　　　イ�　必要とされる能力等が客観的に示されており、該当可能性を予見することができ
るものであること（客観性）

　　　　　　�　企業や上司等の主観的な選択ではなく、基準に該当するか否かを労働者が客観的
に予見可能で、該当の有無について紛争を招くことのないよう配慮されたものであ
ること。
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３．65歳以上継続雇用制度の導入

　　　　�65歳以上継続雇用制度として、再雇用する制度を導入する場合、実際に再雇用する日に
ついて、定年退職日から１日の空白があってもいけないのでしょうか。

　　　　　改正法第10条の２第１項では、「定年後又は継続雇用制度の対象となる年齢の上限に達
した後も引き続いて雇用する制度」を65歳以上継続雇用制度と定義していますが、雇用
管理の事務手続上等の必要性から、定年退職日又は継続雇用の終了日の翌日から雇用す
る制度となっていないことをもって、直ちに不適切であるとまではいえないと考えてお
り、定年退職日から数日程度空白がある場合でも「65歳以上継続雇用制度」として取り
扱うことは差し支えありません。

　　　　　ただし、定年後相当期間をおいて再雇用する場合には、「65歳以上継続雇用制度」とい
えない場合もあります。

　　　　�65歳以上継続雇用制度による継続雇用先として認められる他の企業とはどのような企業
ですか。例えば派遣会社も認められるのですか。

　　　　　改正法の趣旨が「希望する高年齢者が70歳まで働ける環境の整備」であることを踏ま
えれば、いわゆる常用型派遣（労働者派遣事業者が常時雇用される労働者の中から労働
者派遣を行うこと）のように、雇用が確保されているものは65歳以上継続雇用制度認め
られますが、いわゆる登録型派遣（派遣労働を希望する者をあらかじめ登録しておき、
労働者派遣をするに際し、当該登録されている者と期間の定めのある労働契約を締結し、
有期雇用派遣労働者として労働者派遣を行うこと）のように、高年齢者の継続的な雇用
機会が確保されていると言えない場合には、65歳以上継続雇用制度としては認められま
せん。

　　　　　したがって、65歳以上継続雇用制度による継続雇用先としては、派遣会社であっても
認められる場合があります。

　　　　�特殊関係事業主以外の他の事業主で継続雇用を行う場合は、他の事業主との間でどのよ
うな契約を結べばよいのですか。

　　　　　他の事業主により継続雇用を行う場合には、元の事業主と他の事業主との間で「65歳
以上継続雇用制度の対象となる高年齢者を定年後等に他の事業主が引き続いて雇用する

14
Q

A

15
Q

A

16
Q

A



第 

３ 

章

資
料
編

57

ことを約する契約」を締結することが要件とされており、他の事業主は、この事業主間
の契約に基づき、元の事業主の従業員を継続雇用することとなります。

　　　　　事業主間の契約を締結する方式は自由ですが、紛争防止の観点から、書面によるもの
とすることが望ましいと考えられます。書面による場合、例えば、以下のような契約書
が考えられます。

（参考）

65歳以上継続雇用制度による就業確保に関する契約書（例）

	 ○○○○株式会社（以下「甲」という。）、○○○○株式会社（以下「乙」という。）は、
高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和46年法律第68号。以下「高年齢者雇用安定
法」という。）第10条の２第３項に規定する契約として、次のとおり締結する（以下「本契
約」という。）。

第�１条　乙は、甲が高年齢者雇用安定法第10条の２第１項第２号に基づきその雇用する高
年齢者の70歳までの就業を確保するための措置として導入する65歳以上継続雇用制度を
実施するため、甲の65歳以上継続雇用制度の対象となる労働者であってその定年後等（定
年後又は甲の導入する継続雇用制度の対象となる年齢の上限に達した後をいう）も雇用
されることを希望する者（次条において「継続雇用希望者」という。）を、その定年後等
に乙が引き続いて雇用する制度を導入する。

第�２条　乙は、甲が乙に継続雇用させることとした継続雇用希望者に対し、乙が継続雇用
する主体となることが決定した後、当該者の定年後等の雇用に係る労働契約の申込みを
遅滞なく行うこととする。

第�３条　第１条の規定に基づき乙が雇用する労働者の労働条件は、乙が就業規則等により
定める労働条件による。

以上、本契約の成立の証として本書２通を作成し、甲、乙各自１通を保有する。

令和　　　年　　　月　　　日

（甲）　東京都○○○
○○○○株式会社
代表取締役○○　○○　印

（乙）　東京都○○○
○○○○株式会社
代表取締役○○　○○　印
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４．創業支援等措置の導入

〈創業支援等措置全体について〉�

　　　　�創業支援等措置の契約については、１度に５年間分の契約を締結するのではなく、例え
ば１年分の契約を複数回繰り返し締結することにより、高年齢者の継続的な就業を確保
することも可能でしょうか。その場合、どのような契約であれば「継続的に」と認めら
れるのでしょうか。

　　　　　創業支援等措置の契約期間については、省令第４条の５第２項第２号及び第４号に定
めるところにより、創業支援等措置の実施に関する計画の記載事項である「契約に基づ
いて高年齢者が従事する業務の内容」及び「契約を締結する頻度に関する事項」に盛り
込む必要があります。

　　　　　１回あたりの契約内容・頻度については、個々の高年齢者の希望を踏まえつつ、個々
の業務の内容・難易度や業務量等を考慮し、できるだけ過大又は過小にならないよう適
切な業務量や頻度による契約を締結することに留意しつつ労使で合意をしていただくこ
ととなりますが、改正法の趣旨が「希望する高年齢者が70歳まで働ける環境の整備」で
あることを踏まえれば、年齢のみを理由として70歳未満で契約を結ばないような制度は
適当ではないと考えられます。

　　　　　したがって、「継続的に」契約を締結していると認められる条件は、
　　　　　ア　70歳を下回る上限年齢が設定されていないこと、
　　　　　イ�　70歳までは、原則として契約が更新されること（ただし、能力や健康状態など年

齢以外を理由として契約を更新しないことは認められます。）
　　　　であると考えられますが、個別の事例に応じて具体的に判断されることとなります。

　　　　�指針において、「雇用時における業務と、内容及び働き方が同様の業務を創業支援等措
置と称して行わせることは、法の趣旨に反する」と記載されていますが、業務内容が雇
用時と同様であることだけをもって、創業支援等措置として不適切と判断されるので
しょうか。

　　　　　業務内容が雇用時と同様であることだけをもって、創業支援等措置として法律の趣旨に
反するものとはなりません。ただし、業務内容が雇用時と同様で、かつ、働き方（勤務時
間・頻度、責任の程度等）も雇用時と同様である場合には、雇用の選択肢（定年の引き上
げ・廃止、継続雇用制度）により70歳までの就業確保を行うべきであり、雇用によらない
選択肢（創業支援等措置）として行うことは法律の趣旨に反することとなります。
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　　　　�シルバー人材センターや社会貢献事業をあっせんする団体に高年齢者を登録することは、
なぜ高年齢者就業確保措置として認められないのですか。

　　　　　創業支援等措置は、70歳まで継続的に高年齢者が就業できるよう、業務内容や高年齢
者に支払う金銭等を含めた事項について計画を作成し、過半数労働組合等の同意を得て
導入する必要があります。

　　　　　他方、シルバー人材センターやボランティア活動とのマッチングを行うボランティア
センター等への登録については、それをもって高年齢者の就業先が定まるものではない
ため、業務内容や支払われる金銭等、計画に記載すべき事項が確定できません。したがっ
て、創業支援等措置の導入に必要な手続を履行することができないことから、高年齢者
就業確保措置とは認められません。

〈業務委託契約について〉�

　　　　�継続的な業務委託とは、どの程度の頻度・分量を目安とすればよいですか。例えば月数
回程度、年数回程度など、定期的に業務を委託する計画内容・契約内容であり、労使間
の合意があれば認められますか。

　　　　　業務委託契約等の頻度については、創業支援等措置の実施に関する計画に記載し、当
該計画について労使合意を得る必要がありますが、業務委託等の頻度は労使間で十分に
協議の上で、労使双方とも納得の上で定められたものであれば差しつかえありません。
具体的な規定の方法としては、例えば創業支援等措置を利用して就業する高年齢者全体
に対して企業として発注を行う頻度の総量を定めるほか、個々の高年齢者に対して個別
の発注を行う頻度を定める方法が考えられます。また、個々の高年齢者との契約に際し
ては、その希望を踏まえつつ、個々の業務内容・難易度や業務量等を考慮し、できるだ
け過大又は過小にならないよう留意した上で、計画で定められた頻度から妥当な範囲で
個々の高年齢者との契約の頻度が定められたものであれば差しつかえありません。

　　　　�創業支援等措置における業務委託については、グループ会社の業務を高年齢者に再委託
することも認められますか。

　　　　　業務委託を実施する場合については、改正法第10条の２第２項第１号において、事業
主が高年齢者との間で、委託契約その他の契約を締結し当該契約に基づき、就業を確保
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することとしています。
　　　　　このため、当該高年齢者を定年まで雇用していた事業主が業務委託等の契約の当事者

となる必要があります。当該事業主がグループ会社を含めた他社から受注した業務の契
約当事者であり、当該業務を高年齢者に再委託する場合であれば認められます。

　　　　�指針において、「成果物の受領に際しては、不当な修正、やり直しの要求又は受領拒否
を行わないこと」と記載されているが、合理的な理由がある正当な修正、やり直しを求
めることはできますか。

　　　　　高年齢者との契約で定められた成果物の基準に満たない場合に、当該基準を満たすた
めの修正、やり直しを求めるなど、合理的な理由がある正当な修正、やり直しを求める
ことは可能です。

　　　　�創業支援等措置による働き方が、家内労働法に該当する働き方である場合、創業支援等
措置についての手続きや留意事項と家内労働法の規定のいずれに従って実施すればよい
ですか。

　　　　　家内労働法は家内労働者の労働条件の最低基準を定めるものである一方、創業支援等
措置に関する手続きや留意事項は、定年まで雇用されていた高年齢者に対する事業主に
よる就業機会の確保について、事業主が講ずる措置の内容について示しているものです。
創業支援等措置による働き方が、家内労働法に該当する働き方である場合には、創業支
援等措置についての手続きや留意事項と家内労働法の規定のいずれも遵守して、働き方
を定める必要があります。

〈社会貢献事業について〉�

　　　　�創業支援等措置における社会貢献事業としてどのようなものが考えられますか。

　　　　　社会貢献事業は不特定かつ多数の者の利益に資することを目的とした事業のことであ
り、該当するか否かについては、各企業において事業の性質や内容等を勘案して個別に
判断いただくことになります。
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　　　　　その上で、社会貢献事業や当該事業における高年齢者の参画イメージとして考えられ
るものは、例えば

　　　　　○�メーカーが自社商品を題材にした小学校への出前授業を行う事業において、定年等
退職者が企画立案を行ったり、出張授業の講師を有償ボランティアとして務める

　　　　　○�希望する定年等退職者が会員となることができるＮＰＯ法人に、里山の維持・運営
に関する事業を委託し、定年等退職者がそれらの事業に関する業務（植樹、ビジター
センターでのガイド等）に有償ボランティアとして携わる

　　　　といったものが想定されます。

　　　　�事業主が創業支援等措置として、他の事業主や団体が実施する社会貢献事業により高年
齢者の就業機会を確保する場合、事業主は当該団体との間で、どのような契約を結ぶ必
要がありますか。

　　　　　事業主が他の事業主や団体等が実施する社会貢献事業により、高年齢者の就業機会を
確保する場合には、事業主と社会貢献事業を実施する事業主等との間で、「社会貢献事業
を実施する事業主等が高年齢者に対して社会貢献事業に従事する機会を提供することを
約する契約」を締結する必要があります。（指針第２の３⑴イ参考）

　　　　　契約を締結する方式は自由ですが、紛争防止の観点から、書面によるものとすること
が望ましいと考えられます。書面による場合、例えば、以下のような契約書が考えられ
ます。

（参考）

創業支援等措置による就業確保に関する契約書（例）

	 ○○○○株式会社（以下「甲」という。）、○○○○（以下「乙」という。）は、高年齢者
等の雇用の安定等に関する法律（昭和46年法律第68号。以下「高年齢者雇用安定法」とい
う。）第10条の２第２項第２項第２号に規定する契約として、次のとおり締結する（以下

「本契約」という。）。

第�１条　乙は、甲が高年齢者雇用安定法第10条の２第１項第２号に基づきその雇用する高
年齢者の70歳までの就業を確保するための措置として導入する創業支援等措置を実施す
るため、甲の創業支援等措置の対象となる労働者であってその定年後等（定年後又は甲
の導入する継続雇用制度の対象となる年齢の上限に達した後をいう）に、乙が実施する
社会貢献事業に従事することを希望する者（次条において「事業従事希望者」という。）
を、その定年後等に乙が実施する社会貢献事業に従事させる。
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第�２条　乙は、甲が乙の社会貢献事業に従事させることとした事業従事希望者に対し、乙
が実施する事業に従事させることが決定した後、乙の社会貢献事業に従事させる機会を
提供する。

第�３条　第１条の規定に基づき乙の社会貢献事業に従事する高年齢者の就業条件は、別添
の甲の創業支援等措置の実施に関する計画（高年齢者等の雇用の安定等に関する法律施
行規則（昭和46年労働省令第24号）第●条の計画をいう。）による。

以上、本契約の成立の証として本書２通を作成し、甲、乙各自１通を保有する。

令和　　　年　　　月　　　日

（甲）　東京都○○○
○○○○株式会社
代表取締役○○　○○　印

（乙）　東京都○○○
○○○○
代表取締役○○　○○　印

　　　　�「事業主が委託・出資等する団体」が行う社会貢献事業に高年齢者が従事する場合、支
払われる金銭や労働者性の判断基準について、団体はどのような点に留意すればよいの
でしょうか。

　　　　　ボランティア活動は、一般的には「自発的な意志に基づき他人や社会に貢献する行為」
とされており、社会貢献事業の一つとして想定される有償ボランティアは、そのボラン
ティア活動に対し、団体から交通費などの実費や謝金の支払を受けるものです。

　　　　　ボランティア活動によって団体が高年齢者に支払う金銭については、業務の内容や当
該業務の遂行に必要な知識・経験・能力、業務量等を考慮したものとすることが必要で
あり、高年齢者の就業の実態や生活の安定等に留意する必要があります。具体的な金銭
の額については、計画作成時に過半数労働組合等の同意を得て定めることになります。

　　　　　労働者性については、個別の事案ごとに次の判断基準に基づき、活動実態を総合的に
勘案して判断することになります。その結果、団体と高年齢者との間の使用従属性が認
められるなど、労働者性がある働き方である場合、創業支援等措置ではなく、雇用によ
る措置として就業確保措置を行っていただく必要があります。

　　　　　【労働者性の判断基準】
　　　　　１・２を総合的に勘案することで、個別具体的に判断する。
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　　　　　１　使用従属性
　　　　　　（1）指揮監督下の労働であるかどうか
　　　　　　　イ　仕事の依頼、業務従事の指示等に対する諾否の自由の有無
　　　　　　　ロ　業務遂行上の指揮監督の有無
　　　　　　　ハ　拘束性の有無
　　　　　　　ニ　代替性の有無
　　　　　　（2）報酬の労務対称性
　　　　　２　労働者性の判断を補強する要素があるかどうか
　　　　　　（1）事業者性の有無
　　　　　　　イ　機械、器具の負担関係
　　　　　　　ロ　報酬の額
　　　　　　（2）専属性の程度
　　　　　　（3）その他
　　　　　社会貢献活動の設計に際しては、ボランティア活動が自発的な意志に基づく活動であ

るという趣旨に鑑みて、例えば、契約で定められた範囲のボランティア活動を具体的に
いつ行うか等について、高年齢者に参加の諾否の自由がある等、労働者性が認められな
い方法で規定する必要があります。

　　　　�「事業主が委託、出資（資金提供）等する団体」について、事業主が雇用している社員
の一定数が当該団体に加入し、会費を納めている場合は、事業主が出資等をしていると
いえますか。また、設立時のみ、設立に要する資金の援助を行った場合、出資等をして
いるといえますか。

　　　　　出資・委託等を行うのは高年齢者を定年まで雇用していた事業主である必要がありま
すので、個々の社員が会費を支払っている場合は対象とはなりません。事業主が直接的
に会費を支払っている場合は出資等に含まれますが、その際には、当該会費が、社会貢
献事業の円滑な実施に必要な資金として充当されていることが求められます。

　　　　　また、当該事業主による設立時のみの資金等の援助については、事業の運営に対する
出資（寄付等を含む）や事務スペース又はデスク等の事務備品の提供が就業確保措置に
係る社会貢献事業の円滑な実施の基礎になっていると当事者間で認識している場合は、
出資等に含まれます。
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５．創業支援等措置の労使合意

　　　　�事業主が創業支援等措置を講じる場合の労使合意は、事業場単位で得なければならない
のですか。

　　　　　過半数労働組合等との同意は、基本的には、事業所単位で行われることを想定しています。
　　　　　ただし、
　　　　　○企業単位で創業支援等措置を運用している
　　　　　○�各事業所の過半数労働組合等のすべてが内容に同意している（又は、すべてが労使

協定の労側当事者として加わっている等）
　　　　　場合まで、企業単位で労使協定を結ぶことを排除する趣旨ではありません。

　　　　�創業支援等措置の実施計画において、12項目が列挙されていますが、労使合意していれ
ば12項目すべてを定めなくても良いのでしょうか。

　　　　　創業支援等措置について過半数労働組合等の同意を得る際には、原則として、実施計
画に全ての記載事項を記載していただく必要があります。

　　　　　ただし、下記⑪の事項は、業務委託契約を締結する措置を講ずる場合および自社が実
施する社会貢献事業に従事する措置を講ずる場合には、記載する必要はありません。ま
た、⑫の事項は、措置の対象者全員に適用される定めをしない場合には、記載する必要
はありません。

（参考）創業支援等措置の実施に関する計画の記載事項
	 ①高年齢者就業確保措置のうち、創業支援等措置を講ずる理由
	 ②高年齢者が従事する業務の内容に関する事項
	 ③高年齢者に支払う金銭に関する事項
	 ④契約を締結する頻度に関する事項
	 ⑤契約に係る納品に関する事項
	 ⑥契約の変更に関する事項
	 ⑦契約の終了に関する事項（契約の解除事由を含む。）
	 ⑧諸経費の取扱いに関する事項
	 ⑨安全及び衛生に関する事項
	 ⑩災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項
	 ⑪社会貢献事業を実施する法人その他の団体に関する事項
	 ⑫�創業支援等措置の対象となる労働者の全てに適用される定めをする場合においては、これに関

する事項
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　　　　�創業支援等措置の実施計画の中に、安全衛生等、災害等に関する項目がありますが、創
業支援等措置において、具体的にはどのようなことを想定しているのでしょうか。

　　　　　同種の業務に労働者が従事する場合おける労働契約法に規定する安全配慮義務を初め
とする労働関係法令による保護の内容も勘案しつつ、創業支援等措置を講ずる事業主に
おいて、委託業務の内容・性格等に応じた適切な配慮を行うことが想定されます。

　　　　�業務委託契約において、事前に定めた基準を満たす成果物が納品されない場合でも、契
約は継続しないといけないのでしょうか。

　　　　　創業支援等措置の実施に関する計画においては、「契約の終了に関する事項（契約の解
除事由を含む。）」を記載することとされています。計画で定めた事由に該当する場合に
は、契約を継続しないことができます。

　　　　�創業支援等措置の実施に関する計画について、自社にいない労働者（出向している労働
者や特殊関係事業主に継続雇用されている労働者など）にも周知する必要があるので
しょうか。

　　　　　省令に規定されている方法（※）によって周知を行い、自社にいない労働者も計画の
内容を確認できる場合には、周知を行っていることとなります。

　　　　　事業所への掲示等（下記一又は三）により周知を行う場合、自社にいない労働者がよ
り計画を確認しやすいよう、事業所への掲示等に加えて、自社にいない労働者に書面を
交付することが望ましいです。

（※）高年齢者等の雇用の安定等に関する法律施行規則（抜粋）
　第�４条の５第３項　事業主は法第十条の二第一項ただし書の同意を得た第一項の計画を、次に

掲げるいずれかの方法によって、各事業所の労働者に周知するものとする。
　　一　常時当該事業所の見やすい場所へ掲示し、又は備え付けること。
　　二　書面を労働者に交付すること。
　　　※労働者には、出向者等の自社にいない労働者を含む
　　三�　磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずる物に記録し、かつ、当該事業所に労働

者が当該記録の内容を常時確認できる機器を設置すること。
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（3）高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン

〈厚生労働省パンフレット「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン」〉
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（4）高年齢者雇用の推進に向けた公的支援制度

〈令和３年12月現在〉
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６５歳超雇用推進プランナー・高年齢者雇用アドバイザーとは

６５歳超雇用推進プランナー
高年齢者雇用アドバイザーのご案内
７０歳までの就業機会の確保（※令和３年４月より努力義務化）などに向けた
高齢者の戦力化のための条件整備について、ご相談ください！

高齢者の雇用に関する専門知識や
経験等を持っている専門家です。

●急速な高齢化による生産年齢人口の減少
人口統計によれば、今後、生産年齢人口（15～64歳）は
減少の一途をたどり、企業の人材確保は
ますます困難になっていきます。

●高齢者の高い就業意欲
60歳以上への意識調査では過半数の人が
「65歳を超えても働きたい」と回答しています。

高齢者の活用に必要な環境の整備に関する
専門的かつ技術的な相談・助言を行っています。▲

人事管理制度の整備に関すること▲

賃金、退職金制度の整備に関すること▲

職場改善、職域開発に関すること▲

能力開発に関すること▲

健康管理に関すること▲

その他高齢者等の雇用問題に関すること

相談・助言サービス 無料

◆雇用力評価ツールによる課題などの見える化
簡単なチェック内容に回答いただくだけで、高齢者を活用
する上での課題を見いだし、解決策についてアドバイスし
ます。
◆他社の取り組みにおける好事例の提供
同業他社の取り組みが気になりませんか？
他の会社がどういった取り組みを行っているのか、貴社の
参考となる事例を提供します。

その他のサービス 無料
専門性を活かして人事・労務管理上の諸問題について具
体的な解決策を作成し、高齢者の雇用・活用等を図るため
の条件整備をお手伝いします。
中高齢従業員の就業意識の向上等を支援するために、貴
社の要望に合った研修
プランをご提案し、研修を
行います。
（経費の1 2を機構が
負担します。）

企画立案等サービス 有料

７０歳までの雇用機会確保等に向けた高齢者戦力
化のための定年引上げや継続雇用延長等の制度
改定に関する具体的な提案を行っています。▲

課題の洗い出し▲

具体的な課題解決策の提案▲

制度見直しのメリットを見える化▲

制度整備に必要な規則例等の提供

提案サービス 無料

企業の人事労務管理等の諸問題の解決に取組んだことのある人事労務管理担当経験者

など経営コンサルタント 社会保険労務士 中小企業診断士 学識経験者

なぜ高齢者の戦力化が必要なの？
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2021.2機構ホームページのURLはこちら

お問い合わせ先

提案サービスの具体例 無料

企画立案サービスの具体例 有料

高齢者戦力化のメリット

人材確保面で有利になる
高齢従業員の在籍期間が延びることによ
り、人手が確保できます。また、制度化する
ことで、若手・中堅社員も安心して働けるよ
うになります。

企業の持続的な発展
長年培った知識・スキル・専門性を発揮す
るとともに、若手や中堅社員に技能の伝承
をしてもらうことで、安定した企業活動が
維持されます。

企業・従業員が共にメリットを受けることができます。

http://www.jeed.go.jp

Japan Organization for Employment of the Elderly, Persons with Disabilities and Job Seekers

事業主のお悩み
●７０歳までの継続雇用
延長を制度化したいけ
ど、高齢者の
　健康面、安全
　面が心配…

利用者の声
●健康管理などについて検
討し、働きやすい職場づく
りを行っていこう
　と思います。
　詳しく話が
　聞けてよか
　ったです。

課題解決策を提案
●健康や体力の状況は高齢になるほど個人
差が拡大するため、適合する業務をマッチ
ングさせましょう。
　また、健康・体力のチェックを定期的に行
いましょう。
●高齢者が安全に働き続けることができる
よう、職場環境の改善を行いましょう。

事業主のお悩み
●在職老齢年金が無くな
り、定年後の継続雇用
者の賃金設定はどうし
よう？

フォローアップ
●企画立案の提案内容が適
切だったか、新たな問題
が生じていないか、
　フォローアップ
　します。

企画立案の提案
●新賃金は「市場価値＋継続雇用後の仕事内
容における企業への貢献度等」を元に決定
するなど事業主との綿密な打ち合わせに
より、企業の成長を目的とし、事業主の要
望に沿ったご提案を行います。

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の
都道府県支部高齢・障害者業務課までお問合せください。
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の
都道府県支部高齢・障害者業務課までお問合せください。

機構ホームページの
QRコードはこちら
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 患者等給食業 高齢者雇用推進委員会　委員名簿 

座　　　長
結　城　康　博 淑徳大学　総合福祉学部 教授

委　員　長
田　村　　　隆 淀川食品株式会社 代表取締役社長

委　　　員
小笠原　力　一 株式会社ニチダン 代表取締役

津　田　直　温 株式会社ニチダン 総務課　課長

米　谷　伸　行 株式会社日米クック 代表取締役会長

松　田　由　樹 株式会社日米クック 総務部　部長代理

田　所　伸　浩 株式会社魚国総本社 代表取締役社長

今　西　博　之 株式会社魚国総本社 管理本部　総務室　室長

野々村　禎　之 ウオクニ株式会社 代表取締役会長

長　野　祥　策 ウオクニ株式会社 総務部　人事室長

山　下　史　朗 株式会社東紅給食 代表取締役

横　山　　　寛 株式会社東紅給食 総務部長

推進担当者
鶴　留　光　広 淀川食品株式会社 経営企画室長

渡　辺　祐　也 淀川食品株式会社 経営企画室

加　藤　嘉　徳 株式会社日総 営業推進企画部　課長

武　田　達　也 株式会社グリーンハウス 全国 HC 商品部　部長

野　田　光　彦 株式会社トモ 総務部長

丁　野　裕　貴 株式会社ホームラン・システムズ 総務部次長

事　務　局
千　田　隆　夫 日本メディカル給食協会 専務理事

新　井　秀　一 日本メディカル給食協会 事務局長

石　垣　暢　子 日本メディカル給食協会 総務部
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